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コンピュータは、基本的に 1と 0 の二つの数字を基盤とする二進法体系で運用されるので





等の機能を遂行させるのが、コンピュータプログラム(computer program)である。   
コンピュータプログラムは、コンピュータに動作をさせる命令の集合なため、当然、コン
ピュータが理解することができる 1 と 0 の二進数の状態で入力されなければならない。しか
し、このような命令の作成を人間が作ることも、理解することもむずかしいので、まず、人



































 Ⅱ．WIPO におけるソフトウェアモデルとプログラム発明 
 




















「 コンピュータソフトウェアの保護に関するモデル規定(Model Provision On The 
Protection of Computer Software; 以下、『モデル規定』という)」の第1条において、コン
ピュータソフトウェアを次のように定義している。 














































































































象とならないカテゴリーとして、自然法則 (Law of Nature)、 自然現象(natural phenomena)、
及び抽象的なアイディア(Abstract Idea)の 3 つを、特許適格性を有さない非法定主題(Non-
Statutory Subject Matter)である7、と判示されているに過ぎない。 
USTPO(米国特許商標庁、United States Patents and Trademark Office)のMPEP(米国審査







性(non-obviousness)以前に、第 101 条の特許対象の範囲(patentable subject matter)に該当しな
ければならない。この特許適格性の判断を(保護対象に該当するのか)を「eligibility」といい、実
用性、新規性、非自明性を含めた特許性の判断を「patentabiliy」という。 
6 35 U.S.C. section 101. Inventions patentable: Whoever invents or discovers any new and 
useful process, machine, manufacture, or composition of matter, or any new and useful 
improvement thereof, may obtain a patent therefor, subject to the conditions and 
requirements of this title. 
7 Diamond v. Chakrabarty, 447 U.S. 303, 308 (1980). 






















（1）Gottschalk v. Benson 最高裁判決10 
 
初めてのソフトウェア関連発明に対する特許認定の可否は、1972 年、Benson 最高裁判決で
みられる。この事件では、2 進化 10進数（BCD：binary-coded decimal）形式にあるデータ
を、純粋な 2 進化形式へ変換する数学的アルゴリズムに関する方法クレーム11の保護適格性
 
9 米国特許商標庁「Manual of Patent Examining Procedure (MPEP)」2106 Ⅱ (2015).  
10 Gottschalk v. Benson, 409 U.S.63(1972). 
11 問題となったクレーム 8 及び 13、クレーム 8 ：信号を 2 進化 10 進数形式から 2 進数に変換する
方法であって、(1)2 進化 10 進数信号をリエントラント・シフトレジスタへ格納し、(2)前記信号を
前記レジスタの 2 桁目に 2 進数の 1 が来るまで、少なくとも 3 桁右へシフトし、(3)前記レジスタ
の 2 桁目の 2 進数の 1 を消去し、(4)前記レジスタの 1 桁目に 2 進数の 1 を加算し、(5)前記信号を
2 桁分左へシフトし、(6)前記 1 桁目へ 1 を加算し、(7)前記信号を少なくとも 3 桁分右へシフトし
て前記レジスタの 2 桁目に次の 2 進数の１を準備する、方法。 
・クレーム 13：2 進化 10 進数表示を 2 進数表示に変換するためのデータ処理方法であって、(1)最上
位の 10 進数表示の最下位から各 2 進数位置 i が 2 進数の 0 か 1 かを調べ、(2)2 進数の 0 が検出さ
れたら、前記最上位の 10 進数表示の次に下位の 2 進数位置に対して、ステップ(1)を繰り返し、(3)2
11 
(米特法第 101条の「process」に該当するのか)が争点となった。 













(2)Parker v. Flook最高裁判決16 
 






進数の 1 が検出されたら、次に下位の 10 進数表示から（i+1）番目および（i+3）番目の 2 進数位置
に 2 進数の 1 を加算し、前記最上位の 10 進数表示の次に下位の 2 進数 位置に対して、ステップ(1)
を繰り返し、(4)前記最上位の 10 進数表示の前記 2 進数位置を調べ終わったら、ステップ(1)～(3)の
実行により以前に変更された、次の下位桁の 10 進数表示に対して、ステップ(1)～(3)を繰り返し、
(5)下位から 2 桁目の 10 進数表示が上記のとおり処理されるまで、ステップ(1)～(4)を繰り返す、デ
ータ処理方法。 
12 Funk Bros. Seed Co. v. KaloInoculant Co, 333 U.S.127(1948). 
13 Funk Bros. Seed Co. v. KaloInoculant Co, 130. 
14 Gottschalk v. Benson, 67-68. 
15 Gottschalk v. Benson, 71-72. 
16 Parker v. Flook, 437 U.S.584(1978). 
17 クレーム 1：触媒を用いた炭化水素の化学変換のプロセスに関する、少なくとも 1 つのプロセス変
数の少なくとも 1 つの警報限界値を更新する方法であって、 前記警報限界値は、現在値として Bo+K
を有し、Bo は現在の警報基準値、K は事前に決められた警報オフセットであり、前記方法は、(1)プ
ロセス変数の現在値（PVL）を決定し、(2)次式を用いて新しい警報基準値 B1 を決定し、B1=Bo(1.0-





























の下で人間が創り出したすべてのものは特許の対象となる（Anything under the sun that 
is made by man）」24とし、特許対象の範囲を広く認めることから、ソフトウェア関連発明に
 
18 Parker v. Flook, 590. 
19 Parker v. Flook, 590. 
20 Gottschalk v. Benson, 67. 
21 Parker v. Flook, 591. 
22 Parker v. Flook, 594. 
23 Diamond v. Chakrabarty, 447 US 303 (1980). 




(1)Diamond v. Diehr最高裁判決25 
 






























27 Diamond v. Diehr, 188-189. 
28 Diamond v. Diehr, 192. 
29 Diamond v. Diehr, 187. 
30 Diamond v. Diehr, 192. 
14 
 
(2)In re Alappat判決（CAFC en banc）31 
 






























33 In re Alappat, 1543. 
34 In re Alappat, 1544. 
35 Id. 
36 In re Alappat, 1545. 
15 
 
(3)State Street Bank & Trust Co.v.Signature Financial Group Inc.判決（CAFC）37 
 





Signature Financial Group は、本件発明を米国特許 5,193,056 号として付与されたが、
State Street Bankは特許無効等を求める訴えをマサチューセッツ連邦地裁に提起した。地
裁は、第 101 条の保護適格性否定による特許無効の略式判決(summary judgement)を下した






















失の年末集計に関するデータを処理する第 5 手段を含む、データ処理システム。 
39 State Street Bank & Trust Co.v.Signature Financial Group Inc., 927 F.Supp.502,38 USPQ2d 
1530 (D.Mass.1996). 
40 State Street Bank & Trust Co. v. Signature Financial Group Inc., 1373. 
41 In re Alappat, 1544. 























(2)In re Bilski判決45（CAFC en banc） 
 
2008年のIn re Bilski大法廷判決では、「有用で、具体的かつ有形の結果（useful, concrete 
and tangible result）」テストは不適切であるとして破棄され46、方法クレームの特許適格
性は、「機械変換（machine-or-transformation）テスト」（以下、MoT テスト）に基づいて判
断すべきであると判示された。この MoTテストは、クレームされた方法が第 101 条の保護適
 
43 Bilskiv. Kappos, 130S.Ct.3218(2010). 
44 クレーム 1：商品提供者より販売される商品の消費リスクの費用を固定価格で管理するための方法





45 In re Bilski, 545 F.3d 943, 88 USPQ2d 1385 (Fed. Cir. 2008). 















(3)Bilski v. Kappos最高裁判決49 
 















47 (1) it is tied to a particular machine or apparatus, or (2) it transforms a particular 
article into a different state or thing. ; In re Bilski, 954. 
48 In re Bilski, 954. 
49 Bilskiv. Kappos, 130S.Ct.3218 (2010). 
50 Bilskiv. Kappos, 3229-3231. 
















2007年 5月、CLS Bank International (以下、CLS Bank という)は、 Alice の特許に対
し、コロンビア特別区連邦地方裁判所に特許無効確認訴訟を提起し、これに対して、同年 8
月には、Aliceが反訴し、CLS Bank の特許権侵害を主張した。 
DC裁判所は、先例の Bilski 判決の趣旨にしたがって、Alice 特許の方法のクレームに対し
MoT テストを適用させ、抽象的アイディアに過ぎないと判断し、特許適格性を否定した。ま
た、システム及び記録媒体に関しても同様に特許無効の判決を下した56。 
敗訴した Aliceは、CAFCに控訴した。これについて、2012 年 7月、CAFCは、Aliceの発明
のようにコンピュータで具現される発明は特許請求項が明白に抽象的なアイディアに関する
 












54 米国特許 5,970,479 号 クレーム 35。 
55 米国特許 7,725,375 号 クレーム 39。 





しかし、CLS Bankは、CAFC に合議体再審理(en banc reheaing)を申請し、2013 年 5月に
は、先の CAFC 一次判決を取消し、抽象的なアイディア部分について特許適格性は無いとし、
再び第 1 審の判断を支持した 58。この審理において、2012 年 3 月に下された Mayo 
Collaborative Services v. Prometheus Labs.最高裁判決59で第 101 条の特許適格性の判断
基準として Mayoテスト(Alice テスト又は 2段階テストとも呼ばれる)が採用された。 
その後、Alice は最高裁判所に上告するが、 最高裁は方法、システム及び記録媒体に係る
クレーム発明の全てを抽象的アイディアに過ぎないとした CAFC の判断を支持した60。 
 
2）Mayo v. Prometheus最高裁判決による特許適格性の判断基準 
 














57 CLS Bank International v. Alice Corporation, 685 F.3d 1341 (Fed.Cir.2012). 
58 CLS Bank International v. Alice Corporation, 717 F.3d 1269 (Fed.Cir.May10, 2013) (en 
banc). 
59 Mayo Collaborative Services v. Prometheus Labs., 132 S.Ct.1289 (2012). 
60 CLS Bank International v. Alice Corporation、134 S.Ct.2347 (2014). 
61 Step1 Determine whether the claims at issue are directed to one of the patent-ineligible 
concepts(law of nature, natural phenomena, abstract idea), Step2 If yes, the is there 
an ”inventive concept”? –does the claim include an element or a combination of elements 
that is sufficient to ensure that the claim amounts to significantly more than a claim to 
the ineligible concept itself  ; See, CLS Bank International v. Alice Corporation、p10. 
20 
10 人の判事による CAFC 大法廷判決(en banc)では、過半数による多数意見（Majority 
Opinion）に至らず、Lourie 判事（5人の判事を代表62）によって書かれた意見が今回の判決
（Per Curiam）となった。Lourie判事による Per Curiam 意見は、Mayo 判決を引用し、方法




























62 Judge： Lourie, Dyk, Prost,  Reyna, Wallach Judge. 
63 CLS Bank International v. Alice Corporation, 2353-2354. 
64 CLS Bank International v. Alice Corporation, 2354-2355. 
































66 CLS Bank International v. Alice Corporation, 2356-2357. 
67 CLS Bank International v. Alice Corporation, 2357. 
68 CLS Bank International v. Alice Corporation, 2357-2358. 
69 CLS Bank International v. Alice Corporation, 2359-2360. 
























73 DDR Holdings,LLC.v.Hotels.com,L.P., 773 F.3d 1245 (Fed.Cir.2014). 
74 例えば、Ultramercial,Inc.v.Hulu,LLC, 772 F.3d 709 (Fed. Cir. 2014), buySAFE,Inc. v. 
Google,Inc., 765 F.3d 1350 (Fed. Cir. 2014), Intellectual Ventures I LLC v. Capital One 
Bank(USA), 792 F.3d 1363 (Fed.Cir.2015),Mortg.Grader,Inc. v. First Choice Loan Serv.Inc., 
811 F.3d 1314 (Fed.Cir.2016). 
75 米国特許 6,993,572 号 (以下、572 特許)及び米国特許 7,818,399 号(以下、399特許)。 
76 399 特許 クレーム 19：商業上の機会を提供するウェブページを提供するアウトソース・プロバイ






















被告 National Leisure Group Inc.(以下、NLG)は旅行関連 Webサイトを運営すると共に、
クルーズ船会社と共同でインターネットを通じてクルーズ旅行を販売する旅行会社である。
原告 DDR Holdings LLC(以下、DDR)は、訪問者にクルーズ船会社(商取引者)のクルーズを予
約させるクルーズ船向けウェブサイト(ホスト)に合成ページを生成するシステムを提供する
行為が、特許侵害であるとしてテキサス州東部連邦地方裁判所 へ提訴した。地裁は、特許の
有効及び侵害が認め、NLG 側の特許無効及び非侵害を求める JMOL 再申請（renewed motion 
for judgment as a matter of law）に対しても棄却した。これに対し、NLG 側78は地裁の判
決を不服し CAFC へ控訴した。CAFCでは、572 特許に関して、第 102 条(a)によって無効とさ
れるため、第 101 条保護適格性判断は、399 特許だけがなされた79。 









び（B）を表示する第 2 ウェブページを生成し、また、ウェブブラウザへ送信する。 (A)活性化され
たリンクに係る商業客体に関する情報、及び (B) ソースページに対応して視覚的に認識可能な複
数の要素。 
77 DDR Holdings,LLC.v.Hotels.com,L.P., 1249. 
78 Hotels.com、Expedia 等他の被告は和解。 
79 DDR Holdings,LLC.v.Hotels.com,L.P., 1254-1255. 
































83 DDR Holdings,LLC.v.Hotels.com,L.P., 1257. 
84 DDR Holdings,LLC.v.Hotels.com,L.P., 1258. 
85 DDR Holdings,LLC.v.Hotels.com,L.P., 1258-1259. 
86 Id. 
87 DDR Holdings,LLC.v.Hotels.com,L.P., 1263-1264. 







2）Enfish,LLC v. Microsoft Corp.判決92（CAFC） 
  


















89 DDR Holdings,LLC.v.Hotels.com,L.P., 1265. 
90 DDR Holdings,LLC.v.Hotels.com,L.P., 1265-1266. 
91 DDR Holdings,LLC.v.Hotels.com,L.P., 1264. 
92 Enfish, LLC v. Microsoft Corp., No. 822 F.3d 1327, (FED. Cir.May12,2016). 
93 米国特許 6151604 号（以下、604 特許）と米国特許 6163775 号（以下、775 特許）。 







95 Enfish,LLC v. Microsoft Corp.1330-1333. 
26 





























96 第 102 条の新規性も問題となったが本稿では扱わない。 
97 Enfish,LLC v. Microsoft Corp., 1334-1335.  



























3）TLI Communications LLC v.AVAutomotive,LLC 判決107（CAFC） 
 







103 Enfish,LLC v. Microsoft Corp., 1337-1338. 
104 Enfish,LLC v. Microsoft Corp., 1338-1339. 
105 Enfish,LLC v. Microsoft Corp., 1338-1339. 
106 Enfish,LLC v. Microsoft Corp., 1339. 


















 CAFCは、Alice 2段階テストの第 1ステップの判断において、「クレーム 17 は、分類に基









108 米国特許 6038295 号。 
109 295 特許 クレーム 17：デジタル画像の記録及び管理する方法であって、；電話機器におけるデジ






110 TLI Communications LLC v. AV Automotive,LLC, 609-610. 
111 TLI Communications LLC v. AV Automotive,LLC, 611-612. 
































115 TLI Communications LLC v. AV Automotive,LLC, 611-612. 
116 TLI Communications LLC v. AV Automotive,LLC, 612-613. 
117 TLI Communications LLC v. AV Automotive,LLC, 612-613. 
118 TLI Communications LLC v. AV Automotive,LLC, 613. 
119 Id. 










1）特許適格性に関する USPTOのガイダンス(Guidance)（2019 年以前） 
 米国特許商標庁では、裁判所の判例に基づき、審査段階における特許適格性に関するガイ
ダンスを公表及び更新している。米国特許商標庁は、Alice 最高裁判決以降、2014年 12月








121 TLI Communications LLC v. AV Automotive,LLC, 614-615. 
122 米国特許商標庁「2014 Interim Guidance on Patent Subject Matter Eligibility」(2014). 
米国特許商標庁「July 2015 Update Subject Matter Eligibility」(2015). 
 米国特許商標庁「May 2016 Update Subject Matter Eligibility」(2016). 
123 2019 年度の改正ガイドライン以前のものをまとめて総合的に記載した。 
31 















【Step2B】(Alice Test 2) 
クレームが非法定主題を対象としていても、全体として例外そのものを遥かに超える

































































 米国特許商標庁の 2019年 1月付けの第 101 条のガイダンスに関して、CAFC が、当該ガイ
ダンスに束縛されない旨の内容を判決文で示した。2019 年 4月 1日の、CLEVELAND CLINIC 
FOUNDATION, CLEVELANDHEARTLAB, INC.,v. TRUE HEALTH DIAGNOSTICS LLC,判決において、
特許適格性に関する特許庁の意見は尊重するが、ガイダンスには拘束されなことと（While 
we greatly respect the PTO’s expertise on all matters relating to patentability, 
including patent eligibility, we are not bound by its guidance.）特許適格性に関す
る裁判所の判例法を一貫して適用する(And especially regarding the issue of patent 
eligibility and the efforts of the courts to determine the distinction between 
claims directed to natural laws and those directed to patent-eligible applications 








今年に入ってから米国特許法第 101 条に関して、改正の動きあった。2019年 4月 17日に、
知的財産に関する知的財産に関する上院司法小委員会（the Senate Judiciary Subcommittee 
on Intellectual Property）から、第 101 条の改正に向けた取り組みのフレームワーク125が
発表され126、また、5月 22 日には改正案の草案127が発表されている128。 
改正案では、現行法の「新規かつ有用な（new and useful）」を「有用な（useful）」に変
更し、usefulの意味を「あらゆる技術分野で具体的かつ実用的な有用性を提供する人間の加
入による発明または発見（any invention or discovery that provides specific and 
practical utility in any field of technology through human intervention.）」と定義、
「クレーム全体（as a whole）から特許適格性を判断する」を追加している。さらに、既存
の裁判例の破棄、「第 101 条の規定を特許適格性に有利に(in favor of eligibility)解釈さ
れる」、「特許適格性は、クレームの個々の限定要素が周知慣用か、発明時の技術水準がどの















終閲覧 2019 年 9 月 30 日)。 
126https://www.tillis.senate.gov/2019/4/sens-tillis-and-coons-and-reps-collins-johnson-and-
stivers-release-section-101-patent-reform-framework (最終閲覧 2019 年 9月 30 日)。 
127 https://www.tillis.senate.gov/services/files/E8ED2188-DC15-4876-8F51-A03CF4A63E26 (最終
閲覧 2019 年 9 月 30 日)。 
128 https://www.tillis.senate.gov/2019/5/sens-tillis-and-coons-and-reps-collins-johnson-
and-stivers-release-draft-bill-text-to-reform-section-101-of-the-patent-act (最終閲覧
2019 年 9 月 30 日)。 
36 
第 101条の改正案に対し、6月の 4日129、5日130、11日131の三日間にかけて、改正案に関す








・改正案は AI、5G をはじめとする IT 分野における米国のイノベーション能力向上に資する
と思われる133。 




を切り離している第 101 条改正案を支持する135。 
・特許適格性に関する問題を解決するために法改正が必要である。特許適格性と新規性、非
自明性、記載要件を区別している点、特許適格性の判断を行うにあたってクレーム全体から
発明を把握する点、第 101 条の解釈を特許適格性に有利に行う (in favor of eligibility)
点、裁判所の判例を破棄する点等、改正案に賛成する136。 




part-i (最終閲覧 2019 年 9 月 30 日)。 
130 https://www.judiciary.senate.gov/meetings/the-state-of-patent-eligibility-in-america-
part-ii (最終閲覧 2019年 9 月 30 日)。 
131 https://www.judiciary.senate.gov/meetings/the-state-of-patent-eligibility-in-america-
part-iii (最終閲覧 2019年 9 月 30 日)。 
132 6 月 4 日公聴会 PAUL MICHEL(CAFC 元首席判事)の発言。 
133 6 月 4 日公聴会 TODD DICKINSON (USPTO 元長官)、DAVID KAPPOS (USPTO 元長官) の発言。 
134 6 月 4 日公聴会 ROBERT ARMITAGE (IP Strategy and Policy Consultant) の発言。 
135 6 月 4 日公聴会 MICHAEL ROSEN (American Enterprise Institute) の発言。 
136 6 月 5 日公聴会 BARBARA FIACCO (American Intellectual Property Law Association（AIPLA））、
SCOTT PARTRIDGE (American Bar Association IP Law Section（ABA））、HENRY HADAD (Intellectual 
Property Owners Association（IPO））、PHIL JOHNSON (Coalition for 21st Century Patent Reform)、
NATALIE DERZKO (Pharmaceutical Research and Manufacturers of America)の発言。 
137 6 月 5 日公聴会 PAUL MORINVILLE (U.S. Inventor) の発言。 
37 
しているため、第 101 条の法改正を支持する138。 
・Alice 最高裁判決は、特に最先端のイノベーション分野で、特許を取得及び行使すること
を狭めているので、改正法案に賛成する139。 

























138 6 月 5 日公聴会 JEFFREY BIRCHAK (Innovation Alliance) の発言。 
139 6 月 11 日公聴会 MANNY SCHECTER (IBM) の発言。 
140 6 月 11 日公聴会 LAURIE SELF (Qualcomm) の発言。 
141 6 月 11 日公聴会 BYRON HOLZ (NOKIA) の発言。 
142 6 月 11 日公聴会 KIM CHOTKOWSKI (InterDigital) の発言。 
143 6 月 11 日公聴会 MICHAEL BLANKSTEIN (Scientific Games) の発言。 
144 6 月 11 日公聴会 NICOLAS DUPONT (Cyborg Inc.) の発言。 










・第 101 条改正案は、特許の対象が非常に広かったために特許権の濫用がひどかった 1990 



















146 6 月 4 日公聴会 ADAM MOSSOFF (Antonin Scalia Law School George Mason University) の発言。 
147 6 月 4 日公聴会 MARK LEMLEY (Stanford University School of Law) の発言。 
148 6 月 4 日公聴会 PAUL GUGLIUZZA (Boston University School of Law) の発言。 
149 6 月 5 日公聴会 DAVID JONES (High Tech Inventors Alliance) の発言。 
150 6 月 5 日公聴会 STEPHANIE MARTZ (United for Patent Reform) の発言。 
151 6 月 5 日公聴会 WILLIAM JENKS (Internet Association) の発言。 
152 6 月 5 日公聴会 CHRISTOPHER MOHR (Software and Information Industry Association) の発言。 




・「any field of technology」という言葉は曖昧で、後々どのように解釈するべきかという
問題が生じ得る154。 
・「in any field of technology」という用語が不明瞭なため、technology の解釈を巡って
新たな問題が生じる恐れがある155。 
・「technology」、「human intervention」との言葉は曖昧で、裁判所による新たなテスト






















154 6 月 4 日公聴会 PAUL MICHEL(CAFC 元首席判事)の発言。 
155 6 月 5 日公聴会 BARBARA FIACCO (American Intellectual Property Law Association（AIPLA）) 
の発言。 
156 6 月 5 日公聴会 PAUL MORINVILLE (U.S. Inventor) の発言。 
157 6 月 5 日公聴会 RICK BRANDON (Association of American Universities and Association of 
University Technology Managers)の発言。 
































159 日本特許庁「特許・実用新案審査基準」第Ⅲ部第 1 章 発明該当性及び産業上の利用可能性 2.1.4 
(2019)。 
160 明治 42 年 4 月 5 日法律第 23 号(明治 42 年 11 月 1日施行版)。 
161 大正 10 年 4 月 30 日法律第 96 号(大正 11 年 1 月 11日施行版)。 
162 最判昭和 28 年 4 月 30 日民集 7 巻 4 号 461 頁。 





























（5）平成 14年 12月特許法改正 
 
 
164 欧文字単一電報隠語作成方法(電信暗号方法)事件、理由 第 1 点 1 段落。 
165 東京高判昭和 31 年 12 月 25 日行集 7 巻 12 号 3157 頁。 
166 昭和 26 年特許願第 8635 号。 
167 電柱広告方法事件、理由 五。 
168 昭和 34 年 4 月 13 日法律第 121 号(昭和 35 年 4 月 1日施行版)。 
169  特許庁編「工業所有権法（産業財産権法）逐条解説（第 20 版）」14 頁（2017）。 
42 
 日本では特許法ではなく、特許審査基準によってプログラム自体の特許を間接的に認めて







































































































































185 特許・実用新案審査基準(特定技術分野の審査基準第 1 章)、2.2.1。 
186 特許・実用新案審査基準(特定技術分野の審査基準第 1 章)、2.2.1。 
187 特許・実用新案審査基準(特定技術分野の審査基準第 1 章)、2.2.2。 
188 特許・実用新案審査基準(特定技術分野の審査基準第 1 章)、1.1。 
189 特許・実用新案審査基準(特定技術分野の審査基準第 1 章)、2.2.4(1)。 
190 特許・実用新案審査基準(特定技術分野の審査基準第 1 章)、2.2.4(2)。 
191 特許・実用新案審査基準(特定技術分野の審査基準第 1 章)、2.2.4(3)。 
192 日本特許庁「特定技術分野の審査の運用指針(第 1 章コンピュータ・ソフトウェア関連発明)」（1997
年）。 
































194 特定技術分野の審査の運用指針(第 1 章コンピュータ・ソフトウェア関連発明)、2.2.3(4)。 
195 特定技術分野の審査の運用指針(第 1 章コンピュータ・ソフトウェア関連発明)、2.2.3(4)。 
196 特定技術分野の審査の運用指針(第 1 章コンピュータ・ソフトウェア関連発明)、2.2.1③。 











































(i) 自然法則以外の法則(例：経済法則) (ii) 人為的な取決め(例：ゲームのルー
ルそれ自体) (iii) 数学上の公式 (iv) 人間の精神活動 (v) 上記(i)から(iv)まで
のみを利用しているもの(例：ビジネスを行う方法それ自体) 
例 1：コンピュータプログラム言語(上記(ii)に該当)  
例 2：徴収金額のうち十円未満を四捨五入して電気料金あるいはガス料金等を徴収   
する集金方法(上記(v)に該当)  





(b) 技術的思想でないもの情報の単なる提示(提示される情報の内容にのみ特徴を   
有するものであって、 情報の提示を主たる目的とするもの)  
 
例 1：機械の操作方法又は化学物質の使用方法についてのマニュアル 
例 2：録音された音楽にのみ特徴を有する CD  
例 3：デジタルカメラで撮影された画像データ 
例 4：文書作成装置によって作成した運動会のプログラム 
例 5：コンピュータプログラムリスト(コンピュータプログラムの、紙への印刷、    
画面への表示等による提示(リスト)そのもの)  
 




















































（6）「附属書 B 第 1章 コンピュータソフトウエア関連発明」（2019年）204 
 
























204 日本特許庁「附属書 B 第 1 章 コンピュータソフトウエア関連発明」(2019)。 














 (1) 対象の技術的性質を表す数値、画像等の情報に対してその技術的性質に基づ 

















































207 日本特許庁「ビジネス関連発明の最近の動向について」2-１出願審査動向 (2019) 参照。





211 日本特許庁「特許・実用新案審査基準(第Ⅱ部第 1 章)」(1993 年)。 
212 特許・実用新案審査基準(第Ⅱ部第 1 章)、1.1(4)。 
















































   「附属書 B 第 1章 コンピュータソフトウエア関連発明」(2019年) 
   「ビジネス関連発明の最近の動向について」(2019年)218 
 
 一般の審査基準(特許・実用新案審査基準)の「第 III部第 1章発明該当性及び産業上の利














216 特許・実用新案審査基準(2015)、第 III 部第 1 章発明該当性及び産業上の利用可能性 2.2。 
217 コンピュータソフトウェア関連発明、2.1.1.2。 
218 日本特許庁「ビジネス関連発明の最近の動向について」(2019)。  
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/sesaku/biz_pat.html#anchor1-1 (最終閲覧 2019 年 9
月 30 日) 
219 附属書 B 第 1 章 コンピュータソフトウエア関連発明  2.1.1.2(1)(V)。  
220 ビジネス関連発明の最近の動向について、1-1 ビジネス関連発明とは；
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/sesaku/biz_pat.html#anchor1-1 (最終閲覧 2019 年 9


























221 ビジネス関連発明の最近の動向について 1-2 ビジネス関連発明と第四次産業革命。 
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/sesaku/biz_pat.html#anchor1-2 (最終閲覧 2019 年 9
月 30 日) 












































225 回路シミュレーション方法事件、第 3 2（1）ア。 
226 回路シミュレーション方法事件、第 3 2（1）イ。 
























228 回路シミュレーション方法事件、第 3 2（2）ア（ウ）。 
229 回路シミュレーション方法事件、第 3 2（2）ア（エ）。 
230 回路シミュレーション方法事件、第 3 2（2）イ。 




































233 特願 2000-319884 号。 
234 ポイント管理方法事件、第 5 4（1）。 
235 ポイント管理方法事件、第 5 4（1）。 
236 ポイント管理方法事件、第 5 4（1）ア。 
































238 ポイント管理方法事件、第 5 4（1）ウ。 
239 ポイント管理方法事件、第 5 4（1）エ。 
240 ポイント管理方法事件、第 5 4（2）。 
241 ポイント管理方法事件、第 5 4（2）。 









































245 特願平 11-295775 号。 


































247 短縮表現生成方法事件、第 4 2（4）。 
248 短縮表現生成方法事件、第 4 3（1）。 



























250 短縮表現生成方法事件、第 4 3（3）。 
251 短縮表現生成方法事件、第 4 3（2）。 












































255 知識ベースシステム事件、第 4 2（2）。 


































257 知識ベースシステム事件、第 4 2（3）イ（イ）。 
258 知識ベースシステム事件、第 4 2（3）ウ。 



























260 知識ベースシステム事件、第 4 2（3）エ。 
261 知財高判平成 27 年 1 月 22 日裁判所 HP〔平成 26 年（行ケ）10101 号〕。 
262 請求項 1：原文文字列の一部を伏字とすることにより作成された暗記学習用虫食い文字列が表示
された暗記学習用教材であって，前記暗記学習用虫食い文字列は，前記原文文字列を対象として作
成され，第 1 の伏字部分が設けられた第 1 の虫食い文字列と，前記原文文字列を対象として前記第
1 の虫食い文字列とは別に作成され，第 1 の伏字部分が設けられた箇所に対応する箇所とは異なる
箇所に第 2 の伏字部分が設けられた第 2 の虫食い文字列と，を含み，前記原文文字列は，この特許
出願の出願日において施行されている日本国の著作権法（昭和 45 年 5 月 6 日法律第 48 号）第 13 条
各号のいずれかに該当する著作物の一部又は全部を含むものである，暗記学習用教材。 
263 特願 2012-277387 号。 
264 暗記学習用教材事件、第 4 2（2）。 


































266 暗記学習用教材事件、第 4 2（3）エ。 
267 暗記学習用教材事件、第 4 2（4）。 


























269 暗記学習用教材事件、第 4 2（5）ア 4 段落。 
270 暗記学習用教材事件、第 4 2（5）イ。 










273 特願 2012-279543 号。 


































275 省エネ行動事件、第 4 2（2）。 



























277 省エネ行動事件、第 4 2（4）ア。 
278 省エネ行動事件、第 4 2（3）。 









281 国際出願 PCT/US99/22857、特願 2000-579144 号。 




























283 歯科治療システム事件、第 5 2（1）エ。 
284 歯科治療システム事件、第 5 2（1）オ。 
285 歯科治療システム事件、第 5 2（1）カ。 
286 歯科治療システム事件、第 5 2（1）キ。 




































289 特願 2002-28622 号。 
290 インターネット通信販売事件、第 4 1（1）。 
291 インターネット通信販売事件、第 2 3（1）ア。 




































294 特許第 3699417 号。 
295 遊技機事件、第 4 3（3）。 
296 遊技機事件、第 4 3（2）。 
































298 遊技機事件、第 4 3（3）。 
299 遊技機事件、第 4 3（4）。 
300 東京高判昭和 61 年 2 月 12 日昭和 60 年(行ケ)126 号。 
301 特許請求の範囲：被写体である人物１の場所の背後側にビデオカメラ又はテレビカメラ２が配置
され、その前側には回路の接続されているテレビ３も見易い場所と角度に調整して配置されている




























302 電子鏡台及び姿見事件、二 2 段落。 







金別貸借対照表事件 第 2 1（3）。 
305 実用新案登録第 2077899 号。 



























307 資金別貸借対照表事件 第 4 1（2）イ。 
308 資金別貸借対照表事件 第 4 1（3）。 







































311 特願 2006-41777 号。 



























313 切り取り線付き薬袋事件、第 5 2（5）。 
314 切り取り線付き薬袋事件、第 5 2（5）。 














































317 特願 2003-154827 号。 
318 音素索引多要素行列構造の英語と多言語の対訳辞書事件、第 5 1（1）。 
319 音素索引多要素行列構造の英語と多言語の対訳辞書事件、第 5 1（1）。 



























321 知財高判平成 30 年 10 月 17 日裁判所 HP〔平成 29 年（行ケ）10232 号〕。 
322 出願番号2014-115682。 







325 異議 2016-701090 号。 
326 特許第 5946491 号【0005】【0016】。 
327 特許第 5946491 号【0005】。 
80 
































328 ステーキ提供システム事件、 2（1）エ。 
























 審査ガイドライン333 Part G(Patentability) ChapterⅠ2.では、発明該当性に対して、黙
 
330 ステーキ提供システム事件、 2（2）。 











332 技術的教示(technical teaching)ともいう。 

























334 EPO 規則 42 明細書の内容。 
(1) 明細書は、次のように記載する。 
(a) その発明が関連している技術分野を指定する。 














































338 Guidelines for Examination in the EPO, Part G ChapterⅠ3. 
84 
解読又は署名する方法は、それが本質的に数学的方法に基づくものであったとしても、技術































339 Guidelines for Examination in the EPO, Part G ChapterⅠ3.5. 



































































342 1908.8.12 勅令第 196 号。 
343 1946.10.15 軍政法令第 91 号。 
344 制定 1961.12.31 法律第 950 号。 






















10 月、立法予告された特許法の一部改正法律立法予告案（知識経済部公告第 2011-514 号）
352では、その趣旨353と改正条文354が日本特許法と実質的に同じものだったが、本改正案もプ
 




u=m04_02_05 2019 年 9 月 30 日最終閲覧）。 
348 全部改正 1973.2.8 法律第 2505 号。 
349 全部改正 1973.2.8 法律第 2505 号。 
350 知的財産制度の実効性向上のための法制度の基礎研究（特許法の条文別解説書）、27 頁。 
351 韓国議案番号第 177655 号。 





法を補完しようとする。；特許法の一部改正法律立法予告案、知識経済部公告第 2011-514 号 
354 韓国特許法改正案（知識経済部公告第 2011-514 号） 
88 
ログラムの著作権との抵触問題で文化体育観光部の反対により国務会議に上程されなかった。
このように、特許法改正案が部署間の協議が難航したため、特許庁は、2011 年 10 月、国家
知識財産委員会に調停を申請した。1次調整会議（2011 年 12月 22日）で国家知識財産委員
会は、法改正の必要性が認められた後、具体的な立法方式を推進するとした。その後、韓国
特許庁が独自に審査基準を改正し、プログラムを方法発明だけでなく、物の発明としても扱
えるように 2014年 7月 1日から施行された355。 
その後、議員立法で特許法改正法律案が国会に発議された356。改正法律案を発議した理由は、
当時、特許庁の審査基準改正が立法権侵害問題として、該当常任委員会で問題になったこと



























特許庁「コンピュータ関連発明の審査基準の改正の主な内容の通知」(2014) 1 頁。 
356 韓国議案番号第 1911949 号。 









































































































362 電子商取引関連発明の審査指針、1 頁 参照。 
363 電子商取引関連発明の審査指針、第 2 章 1。 

















































































































































































378 特許・実用新案審査基準 第 10 章 1.2.1 9A04-9A05。 
379 コンピュータ・ソフトウェア関連発明の審査基準、1.1.1。 




(例 1)コンピュータに段階 A、段階 B、段階 C、…を実行させるためのプログラムを記録した
コンピュータで読み取ることができる媒体 
(例 2)コンピュータを手段 A、手段 B、手段 C、…で機能させるためのプログラムを記録した
コンピュータで読み取ることができる媒体 












(例 1)コンピュータに段階 A、段階 B、段階 C、…を実行させるために媒体に保存されたプロ
グラム 









































381 特許・実用新案審査基準 第 10 章 2.1 9A09-9A12。 
382 特許・実用新案審査基準 第 3 部第 1 章第 4 節(発明の成立要件)。 
383 大法院 2001 フ 3149(대법원 2001 후 3149)、大法院 2002 フ 277(대법원 2002 후 277) 、 
大法院 2009 フ 436(대법원 2009 후 436)、 特許法院 2000 フォ 5438(특허법원 2000 허 5438)、 
特許法院 2001 フォ 3453(특허법원 2001 허 3453)、 特許法院 2006 フォ 8910(특허법원 2006 허 8910) 
参照。 
384 大法院 2001 フ 3149(대법원 2001후 3149)、大法院 2007 フ 265(대법원 2007 후 265)、大法院 2007
フ 494 (대법원 2007 후 494)、特許法院 2005 フォ 11094(특허법원 2005 허 11094)、特許法院 2006 






























385 特許・実用新案審査基準 第 10 章 2.1.2.2 9A16。 
386 特許・実用新案審査基準 第 10 章 2.1.3(1) 9A22。 
387 特許法院 2011 フォ 9078(특허법원 2011 허 9078)参照。 
388 特許・実用新案審査基準 第 10 章 2.1.3(2) 9A22。 
389 特許・実用新案審査基準 第 10 章 2.1.3(3) 9A22。 
390 特許・実用新案審査基準 第 10 章 2.1.3(4) 9A22。 
















大法院395は、判断の前提として、「特許法第 2条第 1 号は、自然法則を利用した技術的思想
の創作として高度なものを『発明』と定義しており、上記の特許法第 2 条第 1 号が訓示的な
規定に当たるとする根拠はないので、自然法則を利用していない特許出願がなされたときに
は、第 29 条第 1項本文の『産業上利用することができる発明』の要件を満たしていないこと
を理由に特許法第 62条によって、その特許出願は拒絶される」という、大法院 1998 9 4.宣






392 特許・実用新案審査基準 第 10 章 2.1.3(7) 9A22。 






































397 生活ごみのリサイクル総合管理方法事件、理由 2 段落以降。 
398 特許法院 2001.9.21.宣告 2000 フォ 5438 判決(특허법원 2001.9.21 선고 2000 허 5438 판결)。 
399 特許法院 2006.12.21.宣告 2005 フォ 11094 判決(특허법원 2006.12.21.선고 2005허 11094)。 










































402 ミニルームの作成及び管理方法事件、理由 3 カ（2）1 段落。 
403 ミニルームの作成及び管理方法事件、理由 3 カ（2）2 段落。 





























405 ミニルームの作成及び管理方法事件、理由 3 ナ（2）2 段落。 
406 ミニルームの作成及び管理方法事件、理由 3 ナ（2）3-4 段落。 
407 ミニルームの作成及び管理方法事件、理由 3 ナ（3）。 






































410 特許出願番号 1996-39196 号。 
411 会社の旅行計画及び管理システム及び方法事件、理由 2 カ（2）3 段落。 
































413 会社の旅行計画及び管理システム及び方法事件、理由 2 ナ（2）1-2 段落。 
414 会社の旅行計画及び管理システム及び方法事件、理由 2 ナ（2）3 段落。 
415 会社の旅行計画及び管理システム及び方法事件、理由 2 ナ（2）4 段落。 
416 会社の旅行計画及び管理システム及び方法事件、理由 2 ナ（2）5 段落。 




































420 仮想アイテム及びインセンティブ提供を通じたマーケティング方法事件、理由 2 1 段落。 
421 特許法院 2006.12.14.宣告 2006 フォ 1742 判決(특허법원 2006.12.14. 선고 2006 허 1742)。 



























423 仮想アイテム及びインセンティブ提供を通じたマーケティング方法事件(特許法院)、理由 4 ナ 
2 段落以降。 
424 仮想アイテム及びインセンティブ提供を通じたマーケティング方法事件、理由 2 2-3 段落。 
425 大法院 2001.11.30.宣告 97 フ 2507 判決(대법원 2001.11.30. 선고 97후 2507 판결)。 
426 特許出願番号 90-9332 号。 









































429 数値制御装置事件(審決)、理由 1。 
430 数値制御装置事件、理由 2。 

























432 数値制御装置事件、理由 3。 
433 数値制御装置事件(原審審決)、理由 3。 
434 数値制御装置事件、理由 4。 











































438 インターネット遠隔教育方法事件、理由 ３ ラ（1）。 
439 インターネット遠隔教育方法事件、理由 ３ ラ（2）。 
440 大法院 2010.12.23.宣告 2009 フ 436 判決(대법원 2010.12.23.선고 2009후 436판결)。 
441 特許出願番号 10-2005-116708 号。 































体を通じて統一されるように解釈されるべきである(大法院 2008.2.28 宣告 2005 タ 77350、77367 判






ならない(대법원 2016.10.26 선고 2004 후 2260 판결大法院 2006.10.26.宣告 2004 フ 2260 判決
等を参照）。特許の明細書に記載された用語は、明細書にその用語を特定の意味として定義又は使用
しないかぎり、当該技術分野で通常の知識を有する者に一般的に認識される用語の意味に基づいて



































445 特許法院2008.12.18.宣告2008フォ5014判決(특허법원2008.12.18. 선고2008 허5014판결) 
446 例えば、代表的なオペレーティングシステム（OS）である Windows の場合、Windows 1.0 は 1985

































年、Windows 98 は 1998 年、Windows 2000 は 2000 年 2 月、 Windows ME は 2000年 9 月、Windows XP
は 2001 年、Windows Vista は 2007 年、Windows 7 は 2009 年、 Windows 8 は 2010 年、 Windows 8.1













































オープンソース・ソフトウェア（open source software：OSS ）は、一般的に、自由に使 
用、複製、配布、修正することができ、そのソースコードが、公開されているソフトウェア 
をいう。更に、フリーソフトウェア（free source software：FSS）は、独占ソフトウェア 
に対抗して、プログラム開発者と利用者の自由をより重要視する。たとえば、代表的なフリ 
ーソフトウェア・ライセンスである GPL（General Public License）は、当該フリーソフト 


























願をしている出願人は、トップの企業が完全に独占している。図 3は、1999 年 1 月 1日か
ら 2019年 8月 31日までのコンピュータ・プログラム関連発明の米国出願件数推移のマップ
である。約 20年間の全出願件数は合計 210,906件であるが、これを母集団として出願人ラ














































定はない。日本特許法第 2 条第 4号では、「プログラム等」を「プログラム（電子計算機に対
する指令であって、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。）その他
電子計算機による処理の用に供する情報であってプログラムに準ずるもの」として定義し、















































たとえば、State Street Bank 事件の「有用で、具体的かつ有形の（useful, concrete and 
















































米国の 2014年 7月 Alice 判決以降の特許適格性に関する判断について実態調査を行った。
121 
Alice Testが行われ始めた時期から 2019年 9月 10日までの約 5年分の判決及び審決を対象
としている。同様の発明とみなされるパテントファミリーは併せて一件と数え、2019 年 9月
10日までに出ている最後の判断を最終判断とした。 
 Alice TEST が法的論点になった審決及び判決が、2753 件であり、そのうち、Eligible に
なったのが件 254 件(約 10％)、Not Eligible が 2501 件(約 90％)であった。また、先取りの
論理 (Preemption, Claims pre-empt entire field)を用いた審決及び判決は、548 件があ
り、Eligibleが 13件(約 2％)、Not Eligibleが 535 件(約 98％)であった。さらに、machine-
or-transformation Test を用いて判断した審決及び判決は 199 件があり、Eligible になっ
たのが 51件(約 26％)、Not Eligibleが 148件(約 74％)だった。重複の法理を用いた場合も
存在するが、殆どが Alice Test で判断がなされ、発明の内容によっては、machine-or-
transformation Test及び先取りの論理を用いて柔軟に判断しているようにみえた。 
 
特許適格性が厳しいと評価される Alice Test は、審決まで併せると約 1 割のみが特許適
格性あると判断することから、抽象的なアイディアに対しかなり厳しい判断をしているよう
だった。また、ハードウェアとの結合性を強調していることから、最も日本や韓国と類似し
てるようにみえる machine-or-transformation Test 場合、Alice Test 以降、件数自体はか
なり少ないが、他の法理よりは特許適格性を認めやすいように見えた。もっとも意外だった







 上記の米国の各判断に対し、最新の審決及び判決の約 200 件ずつに対し(ⅰ) Alice 
TEST(200件)、（ⅱ）先取りの論理 (200 件)、（ⅲ）machine-or-transformation Test (199
件) (合計 599件)、パテントファミリーの調査をおこなった。 
 Alice TESTが用いられた最新の 200件のなかで日本にも出願しているのは 31 件、そのう
ち、米国と異なる判断をしているのは 15件448あった。そのすべてが米国において特許適格
 
448 1. US 9636583 B2(Storage medium storing game program, game processing method, and 
information processing apparatus) 
特許第 5451925 号(発明の名称：ゲームプログラム、ゲーム処理方法および情報処理装置) 
2 US 2013/0319048 A1(発明の名称：METHOD FOR SPECIFYING FRACTURE RESISTANCE OF MECHANICALLY 
STRESSED GLASS OR GLASS CERAMIC) 
特許第 6261881 号(発明の名称：機械的荷重のかかったガラスまたはガラスセラミック部材の耐破断
性仕様を決定する方法) 
3 US 2011/0313689 A1(発明の名称：ACOUSTIC DETECTION FOR RESPIRATORY TREATMENT APPARATUS) 
特許第 5738201 号(発明の名称：呼吸治療装置用の音響検出) 
4 US 2013/0246089 A1(発明の名称：METHOD FOR DISPLAY AND NAVIGATION TO CLINICAL EVENTS) 
特許第 5919272 号(発明の名称：臨床的イベントに対する表示及びナビゲーションの方法) 





 次に、先取りの論理を用いて判断された最新の 200 件のなかで日本でも出願がなされたも
のは 25件があり、その中で 11件449が、米国では特許適格性を否定されたが、日本では登録
 
特許第 4937126 号(発明の名称：柔軟性のあるスプレッド参加のためのシステム及び方法) 
6 US 2014/0278588 A1(発明の名称：TRANSFORMING DATA FOR RENDERING AN INSURABILITY DECISION) 
特許第 5912176(発明の名称：保険可能性決定を下すためのデータの変換) 
7 US 2013/0271469 A1(発明の名称：SYSTEMS AND METHODS FOR COLLECTING AND VIEWING PATIENT 
DATA) 
特許第 6231076 号(発明の名称：患者データを表示するためのシステムおよび方法) 
8 US 2013/0282404 A1(発明の名称：INTEGRATED ACCESS TO AND INTERATION WITH MULTIPLICITY OF 
CLINICA DATA ANALYTIC MODULES) 
特許第 6367557 号(発明の名称：臨床データ解析モジュールへの統合的なアクセスおよび臨床データ
解析モジュールとの相互作用) 
9 US 2015/0012291 A1(発明の名称：METHOD AND SYSTEM FOR ORDERING SELF-CARE BEHAVIORS) 
特許第 6138824 号(発明の名称：セルフケア行動の患者固有の順序付けられたリストを生成するため
の方法、システム及びコンピュータプログラム) 
10  US 2013/0150154 A1(発明の名称：SYSTEMS AND METHODS FOR MAINTAINING ANONYMITY IN A GAMING 
OR OTHER ENVIRONMENT) 
特許第 5275225 号(発明の名称：ゲームまたはその他の環境内で匿名性を維持するためのシステムお
よび方法) 
11 US 2007/0021977 A1(発明の名称：Automated system for capturing and archiving information 
to verify medical necessity of performing medical procedure) 
特許第 5909315 号(発明の名称：医療情報管理システムのデータベースをナビゲート及びアクセスす
るためのユーザ中心の方法) 
12 US 2014/0094661 A1(発明の名称：CLINICAL INFORMATION DISPLAY APPARATUS, METHOD, AND 
PROGRAM) 
特許第 5703274 号(発明の名称：臨床情報表示装置、方法及びプログラム) 
13 US 2014/0330700 A1(発明の名称：MULTIPLE OPEN ORDER RISK MANAGEMENT AND MANAGEMENT OF 
RISK OF LOSS DURING HIGH VELOCITY MARKET MOVEMENT) 
特許第 5405116 号(発明の名称：相対外国為替証券の集中化された清算の方法およびシステム) 
14 US 2011/0029391 A1(発明の名称：System And Method For Metricizing Assets In A Brand 
Affinity Content Distribution) 
特表 2011-526025(発明の名称：ブランド親近性コンテンツ配信及び最適化のためのシステム及び方
法) 
15 US 2013/0179363 A1(発明の名称：FUNCTIONAL MODEL FOR RATIONG EVENTS) 
特許第 6081491 号(発明の名称：イベントを査定するための関数モデル) 
449  
1 US 2013/0150154 A1(発明の名称：SYSTEMS AND METHODS FOR MAINTAINING ANONYMITY IN A GAMING 
OR OTHER ENVIRONMENT) 
特許第 5275225 号(発明の名称：ゲームまたはその他の環境内で匿名性を維持するためのシステムお
よび方法) 
2 US 2012/0284163 A1(発明の名称：CUSTOMIZABLE TRADING DISPLAY OF MARKET DATA) 











3 US 2013/0211734 A1(発明の名称：SYSTEM AND METHOD FOR CALCULATING PROTEIN CONFIDENCE 
VALUES) 
特許第 5756169 号(発明の名称：タンパク質信頼値を計算するためのシステムおよび方法) 








6 US 2012/0296685 A1(発明の名称：METHOD OF MANAGING ACCESS RIGHT, AND SYSTEM FOR COMPUTER 
PROGRAM FOR THE SAME) 
特許第 5763903 号(発明の名称：アクセス権を管理する方法、並びにそのシステムおよびコンピュー
タ・プログラム) 




8 US 2015/0019143 A1(発明の名称：METHODS AND APPARATUS FOR ESTIMATING A CONDITION OF A 
SEAL OF A ROTARY VALVE) 
特許第 6276276 号(発明の名称：回転弁のシールの状態を推定するための方法および装置) 




10 US 2012/0191609 A1(発明の名称：SECURE AND EFFICIENT PAYMENT PROCESSING SYSTEM) 
特許第 4879431 号(発明の名称：取引方法) 
11 US 7941207 B2(発明の名称：CARDIAC MONITORING) 
特許第 4602354 号(発明の名称：心臓モニタリング) 
450 1. US 2013/0288829 A1(発明の名称：FITTING METHOD OF GOLF CLUB) 
特許第 5882826 号(発明の名称：ゴルフクラブのフィッティング方法) 
2. US 2014/0286557 A1(発明の名称：SPECTRAL IMAGING) 
特許第 6188705 号(発明の名称：スペクトル画像化) 
3.  US 2010/0011407 A1(発明の名称：METHOD AND SYSTEM FOR PLAYLIST SYNCHRONIZATION) 












performing mental acts / methods for doing business)とコンピュータ・プログラム関連
発明(Computer-implemented inventions)の 2つのグループにわけて、各自 2019年 9月 10
日から逆算して各自 200件ずつ、特許適格性の判断を行った審決及び判決を母集団とした。 
 ビジネス関連発明の特許適格性が法的論点になった審決及び判決は、Eligible が、約 16％、
Not Eligibleが約 84％であった。一方、コンピュータ・プログラム関連発明の特許適格性が
















451 1. EP2205141A(発明の名称：METHOD FOR GUIDING A CAPSULE ENDOSCOPE AND ENDOSCOPE SYSTEM ) 
特許第 5222367 号(発明の名称：内視鏡システム) 
2.  EP2137631A(発明の名称：  USING COLLABORATIVE DEVELOPMENT INFORMATION IN A TEAM 
ENVIRONMENT) 
特許第 5256280 号(発明の名称：チーム環境におけるコラボレーション開発情報の使用) 
3. EP3261052A(発明の名称：INFORMATION PROCESSING DEVICE, METHOD, AND PROGRAM) 
特許第 5923806 号(発明の名称：情報処理装置及び方法、並びにプログラム) 
4. EP2879118A(発明の名称：INFORMATION PROCESSING DEVICE, INFORMATION PROCESSING METHOD, AND 
SYSTEM) 
特許第 6269485 号(発明の名称：情報処理装置、情報処理方法およびシステム) 
5. EP2213345A(発明の名称：Information processing system relating to content distribution, 
storage medium for storing program directed thereto, and information processing device) 
特許第 5229484 号(発明の名称：情報処理システム、プログラムおよび情報処理装置) 
6. EP2136337A(発明の名称：ALBUM CREATING APPARATUS, METHOD, AND PROGRAM) 
特許第 4987538 号(発明の名称：アルバム作成装置、方法およびプログラム) 
7. EP2689385A(発明の名称：ADVERTISEMENT SERVICE) 
特許第 5706005 号(発明の名称：広告サービス) 
8. EP2831855A(発明の名称：STORAGE FACILITY FOR ARTICLES HAVING A LOAD STATE DEVICE AND A 
USER DETECTION DEVICE) 
特許第 6117331 号(発明の名称：充填状態装置およびユーザ検出装置を有する品物用貯蔵設備) 





特許第 6129560 号(発明の名称：携帯機器を用いた取引払いのためのシステム及び方法) 
10. EP2811393A(発明の名称：MOUNTING METHOD IN ELECTRONIC DEVICE) 
特許第 5380557 号(発明の名称：電子機器、画像形成装置、およびマウント方法) 
11. GB2489886(発明の名称：A trading apparatus and method) 
特許第 5941413 号(発明の名称：複合トレーディングメカニズム) 
12. EP2046996A(発明の名称：METHODS FOR SELECTING MEDICATIONS) 
特許第 5348840 号(発明の名称：薬物を選択する方法) 
13. EP1926448A(発明の名称：COMPOSITIONS, KITS AND METHODS FOR INITIATING OR ACCELERATING 
CURING OF ENDODONTIC FILLER OR SEALER COMPOSITIONS PLACED ON A ROOT CANAL) 
特許第 5302682 号(発明の名称：根管上に装着された歯内フィラーまたはシーラの硬化を開始させまた
加速する組成物、キットおよび方法) 
14. EP2112633A(発明の名称：CLASSIFICATION PATTERN CREATING DEVICE, CLASSIFICATION PATTERN 
CREATING METHOD, AND CLASSIFICATION PATTERN CREATING SYSTEM) 
特許第 4990918 号(発明の名称：分類パターン作成装置、分類パターン作成方法、及び分類パターン作
成システム) 
15. EP1388358A(発明の名称：System and method for modifying actions of a group of characters 
via group interactions) 
特許第 3865720(発明の名称：グループの相互作用によりキャラクタグループの動作を修正する電子装
置および方法) 
16. EP2335198A(発明の名称：METHOD FOR EFFICIENT AND LOCALIZED PRODUCTION OF SHOES) 
特許第 5639062 号(発明の名称：効率的および局所的なシューズの生産方法) 
17. EP2667331A(発明の名称：METHOD FOR PROVIDING MULTI-LEVEL MEMBERSHIP MANAGEMENT SERVICE) 
特許第 5795812 号(発明の名称：多段階式会員管理サービスの提供方法) 
18. EP1830313A(発明の名称：UNOCCUPIED SEAT ROUTE SEARCH SYSTEM, UNOCCUPIED SEAT ROUTE SEARCH 
DEVICE, AND TERMINAL) 
特許第 4056076 号(発明の名称：空席経路探索システム、空席経路探索装置および端末装置) 
19. EP1513121A(発明の名称：System and method for providing electronic ticket, and electronic 
ticket vending apparatus and mobile telephone therefor) 
特許第 4281476 号(発明の名称：電子チケット提供システム及びその方法並びにそれに用いる電子チケ
ット販売装置及び携帯電話機) 
20. EP2608065A(発明の名称：INFORMATION PROVISION DEVICE, INFORMATION PROVISION METHOD, 
PROGRAMME, AND INFORMATION RECORDING MEDIUM) 
特許第 4955841 号(発明の名称：情報提供装置、情報提供方法、プロブラム、ならびに、情報記録媒体) 
21. EP2697749A(発明の名称：METHOD FOR DISTRIBUTING AN ENERGY FLOW OVER A PREDETERMINED 
PERIOD OF TIME TO A CLUSTER OF A PLURALITY OF DEVICES TAKING INTO ACCOUNT CONSTRAINTS 
RELATING TO THE ENERGY TO BE DELIVERED TO THE DEVICES, A COMPUTER PROGRAM FOR PERFORMING 




22. EP2291817A(発明の名称：EXTENDED USER PROFILE) 
特許第 5049406 号(発明の名称：拡張されたユーザー・プロフィール) 
23. EP2252945A(発明の名称：AFFINITY MATCHING SYSTEM AND METHOD) 
特許第 5474829 号(発明の名称：類似性マッチングシステム及び方法) 
128 
200 件のなかで日本にも出願されているものは 35 件、そのうち、欧州と異なる判断がなさ
れているものは 18件452あった。そのすべてが欧州において特許適格性を否定されている
 
452 1. GB2502209(発明の名称：Method for analyzing and diagnosing large scale process 
automation control systems) 
特許第 6076914 号(発明の名称：大規模プロセスオートメーション制御システムを解析および診断する
方法) 
2. EP3014442A(発明の名称：MANAGING CLIENT ACCESS TO A PLURALITY OF COMPUTING SYSTEMS) 
特許第 6200080 号(発明の名称：複数のコンピューティングシステムへのクライアントアクセスの管
理) 
3. EP2553606A(発明の名称：METHOD AND SYSTEM FOR TRANSFORMING SET OF PARTICLES) 
特許第 5436685 号(発明の名称：パーティクルのセットを変換するための方法、およびパーティクルの
出力セットを生成する方法) 
4. GB2483333(発明の名称：Method and Apparatus to Display Localized Process Control Objects) 
特許第 5893297 号(発明の名称：ローカライズされたプロセス制御オブジェクトの表示方法および装
置、および機械アクセス可能媒体) 
5. GB2492222(発明の名称：Methods and systems involving databases for energy microgeneration 
data) 
特許第 6093119 号(発明の名称：マイクロ発電のデータのデータベースに関する方法およびシステム) 
6. GB2526925(発明の名称：Information processing terminal and control method) 
特許第 6385157 号(発明の名称：情報処理端末、制御方法及びプログラム) 
7. GB2491076(発明の名称：System and method for transaction payments using a mobile device) 
特許第 6129560 号(発明の名称：携帯機器を用いた取引払いのためのシステム及び方法) 




9. GB2488217(発明の名称：Query generation from displayed text documents using virtual 
magnets) 
特許第 5723305 号(発明の名称：仮想磁石を用いた表示テキスト文書からのクエリ生成) 
10. EP2219121A(発明の名称：Efficient computation of ontology affinity matrices) 
特許第 5440235 号(発明の名称：オントロジーの類似性行列の効率的な計算) 
11. EP2524364A(発明の名称：EDUCATIONAL SYSTEM FOR DENTAL PROFESSIONALS) 
特許第 5814261 号(発明の名称：歯科専門家のための教育システム) 
12. GB2479034(発明の名称：Interface based on relationships between process control tags) 
特許第 5898847 号(発明の名称：プロセス制御タグ間の関係を基にしたデータ駆動型インターフェース
の方法と装置) 
13. EP2270685A(発明の名称：Method for converting set of words to corresponding set of 
particles) 
特許第 5528213 号(発明の名称：単語のセットを対応するパーティクルのセットに変換する方法) 
14. EP1014282A(発明の名称：Search channels between queries for use in an information 
retrieval system) 
特許第 4677071 号(発明の名称：情報検索システム及び方法) 
15. GB2489886(発明の名称：A trading apparatus and method) 
特許第 5941413 号(発明の名称：複合トレーディングメカニズム) 
16. GB2480575(発明の名称：Method and apparatus for providing a navigation summary) 















 図 10は、日本ビジネス関連発明の出願件数推移に関するマップである。米国の 1998 年の
State Street Bank事件の影響により、2000 年度に入って、劇的に出願件数がふえてたとこ
ろ(1999年には約 4500件ほどだった出願件数が 2000 年には約 20000件に増えている)、
徐々に減ってきた出願件数が、2012 年以降、IoTや、AI技術などの影響により、再び上昇
 
17. GB2473948(発明の名称：Dynamically Linked Graphical Messages for Process Control) 
特許第 5715786 号(発明の名称：動的リンク型グラフィカル・メッセージング・システム、動的リンク
型グラフィカル・メッセージ及び方法) 




























米国では、In re Bilski 判決において、既存の「有用で、具体的かつ有形の結果














































































































concrete and tangible result）をもたらす特定の機械であるとした。State Street Bank
事件では、ビジネス方法発明に場合であっても、数学的主題が、「有用、具体的かつ実体のあ
る結果」に用いられない限り、それ自体では抽象的なアイディアに過ぎないとした。その後、
























 一方、Alice 最高裁判決以降の、Enfish.LLC v.Microsoft Corp.CAFC 判決や、TLI 














454 Enfish,LLC v. Microsoft Corp., 1335-1336. 
455 Enfish,LLC v. Microsoft Corp., 1337. 
456 Enfish,LLC v. Microsoft Corp., 1338-1339. 




















458 附属書Ｂ第 1 章（コンピュータソフトウェア関連発明の審査基準 2.2.3.2 


































460 日本特許法 104 条の 3、韓国では実務上。 
461 山本雅久「IoT 関連発明、ビジネス関連発明を含むコンピュータソフトウェア（CS）関連発明につ






























462 発明概念は進歩性の概念ととても類似している。(Second, the Court's use of“inventive   
concept”is confusingly similar to the analysis for obviousness.); Paxton M. Lewis, The 
Conflation of Patent Eligibility and Obviousness: Alice's Substitution  of  Section 103, 












案又は技術と差別となる事実(more ingenuity and skill)が必要があるとし、その後の判例
465で「発明として成立するためにはきらめく独創的な天才性(the flash of creative genius)









464 Hotchkiss v. Greenwood, 52 U.S. 248 (1851)；The test was that if no more ingenuity and skill was necessary 
to construct the new knob than was possessed by an ordinary mechanic acquainted with the business, the 
patent was void. .”, “The improvement is the work of the skillful mechanic, notthat of the inventor.” 
465 Cuno Engineering Corp. v. Automatic Devices Corp., 314 U.S. 84 (1941);The new device, however useful, 
must reveal the flash of creative genius, not merely the skill of the calling. 
Great Atlantic & Pacific Tea Co. v. Supermarket Equipment Corp., 340 U.S. 147 (1950);The mere combination 
of a number of old parts or elements which, in combination, perform or produce no new or different function 
or operation than that theretofore performed or produced by them, is not patentable invention. 
466  Graham v. John Deere Co., 383 U.S. 1 (1966)；This section permit a more practical test of patentability. 
The determination of “non-obviousness” is made after establishing the scope and content of prior art, 
the differences between the prior art and the claims at issue, and the level of ordinary skill in the 
pertinent art.”, “The ultimate question of patent validity is one of law 
467 KSR International Co. v. Teleflex Inc., 550 U.S. 398(2007) 





(D) 二次的考慮事項（secondary considerations）の証拠を評価する。 
469 FMC Corp. v. Hennessy Indust., Inc., 836 F.2d 521 (Fed. Cir. 1987); Teaching（教示）, 
Suggestion（示唆）, or Motivation(動機)の TSM テスト（先行技術に変形又は組み合わせのため
の教師、示唆、又は動機付けがあるばあいにのみ、自明である判断する手法）。 
470 Sakraida v. Ag Pro, Inc., 425 U.S. 273 (1976); “Be characterized as synergistic, that 
is, result[ing] in an effect greater than the sum of the several effects taken 
140 











決により Alice Test により判断がなされている。もし、その Alice Test で、特許適格性が








separately.”, “This patent simply arranges old elements with each performing the same 
function it had been known to perform, although perhaps producing a more striking result 
than in previous combinations. Such combinations are not patentable under standards 
appropriate for a combination patent.”, “Though doubtless a matter of great 
convenience, producing a desired result in a cheaper and faster way, and enjoying 
commercial success, Dairy Establishment did not produce a ‘new or different function’ 
within the test of validity of combination patents.” 
471 Anderson’s-Black Rock, Inc. v. Pavement Salvage Co., 396 U.S. 57(1969); “while the 
combination of old elements performed a useful function, it added nothing to the nature 
and quality of the radiant-heat burner already patented. To those skilled in the art the 
use of the old elements in combination was not an invention by the obvious-nonobvious 
standard. Use of the radiant-heat burner in this important field marked a successful 
venture. But, more than that is needed for invention.” 
472 米国特許商標庁「2019 Revised Patent Subject Matter Eligibility Guidance」によれば、 抽
象的アイディアの例示は、(a)数学的概念(Mathematical concepts)、(b)人間活動に関る特定方法
(Certain methods of organizing human activity)、(c)精神的プロセス(Mental processes)を列挙
している。 
473 もし、2019 年の改正ガイダンスを適用するならば、【Step2A Plong1】、【Step2A Plong2】 
、【Step2B】の 3 つの中でいずれでもクリアできるのなら、特許適格性ありとされる。(本稿、第 3 章


























474 米国特許法第 103 条。 
A patent for a claimed invention may not be obtained, notwithstanding that the claimed 
invention is not identically disclosed as set forth in section 102, if the differences 
between the claimed invention and the prior art are such that the claimed invention as a 
whole would have been obvious before the effective filing date of the claimed invention 
to a person having ordinary skill in the art to which the claimed invention pertains. 
Patentability shall not be negated by the manner in which the invention was made. 
475 一方、特許適格性の場合、Alice test により、非技術的要素を分離して判断することが可能になっ
た。； Paxton M. Lewis, The Conflation of Patent Eligibility and Obviousness: Alice's 
Substitution  of  Section 103, Utah Law Review, Vol. 2017, No. 1 (2017). (The lower courts 
have analyzed the claims separately to determine the conventionality of the whole invention.) 
476 Paul Spiel, Express Employee Patent Assignments: Staying True to Intellectual 
Property's Credo of Rewarding Innovation, 99 J. Pat. & Trademark Off. Soc'y 79, 90 (2017) 
(“A burgeoning wealth of non-technical inventions is already well-documented in the 
















commercial success）、長年望まれていたニーズ（long-felt but unsolved needs）、予期せ







477 Graham v. John Deere Co., 383 U.S. 1 (1966); “Such secondary considerations as commercial 
success, long felt but unsolved needs, failure of others, etc., might be utilized to give 
light to the circumstances surrounding the origin of the subject matter sought to be 
patented. As indicia of obviousness or nonobviousness, these inquiries may have relevancy.” 
478 KSR International Co. v. Teleflex Inc. 550 U.S. 398 (2007). 
479 Ruiz v. A.B. Chance Co., 234 F.3d 654, 667 (Fed. Cir. 2000). “secondary considerations, 
when present, must be considered in determining obviousness”). 
480 전용철「2차적 고려요소를 반영한 진보성 판단에 관한 연구」『동아법학』제 62호 563면 
(ジョン・ヨンチョル「二次的考慮要素を反映した進歩性判断に関する研究」『東亜法学』第 26 号) 
(2014). 
481 TRANSOCEAN OFFSHORE DEEPWATER DRILLING, INC. v. MAERSK DRILLING USA, INC.、699 F.3d 1340 
(Fed.Cir.2012) 
482 Gregory N. Mandel, Patently Non-Obvious: Empirical Demonstration that the Hindsight 
Bias Renders Patent Decisions Irrational, Ohio State Law Journal, Vol.67, p.1391, pp.1422-
1423 (2006)；이해영「진보성 판단에서 ‘이차적 고려요소’에 대한 고찰」『지식재산』




























483 日本特許庁「特許・実用新案審査基準」第Ⅲ部第 2 章第 3 節進歩性(2019)。 
484 日本特許庁「附属書 B 第 1 章コンピュータソフトウエア関連発明」(2019) 2.2.3.1 26－27 頁。 
485ある特定分野に適用されるコンピュータ技術の手順、手段等を他の特定分野に単に適用するのみで
あり、他に技術的特徴がない場合には進歩性が否定される。(附属書 B 第 1 章コンピュータソフト
ウエア関連発明 2.2.3.1 27 頁) 例えば、「ファイル検索システム」の引用発明が存在した場合
は、その機能又は作用が共通している手段(検索のための具体的構成)を医療情報システムに適用し
て、「医療情報検索システム」を創作することは、進歩性が否定される。(附属書 B 第 1 章コンピュ
ータソフトウエア関連発明 2.2.3.2 29 頁)。 



























ことは、当業者の通常の創作能力の発揮に当たるので、進歩性は否定される。(附属書 B 第 1 章コ
ンピュータソフトウエア関連発明 2.2.3.1 27-28 頁)。 
487 加藤浩一郎『ソフトウェア知的財産-法律から実務まで-』39 頁(発明協会、2006)。  
488 田村善之「進歩性（非用容易推考）要件の意義：顕著な効果の取り扱い」パテント Vol.69 





ものである場合等には、進歩性の存在が推認できることがある。(附属書 B 第 1 章コンピュータソ
フトウエア関連発明 2.2.3.1 28 頁)。 
490 附属書 B 第 1 章コンピュータソフトウエア関連発明 2.2.3.2 28－31 頁。 
491 例えば、「医療情報検索システム」の引用発明が存在した場合は、それと機能又は作用が共通して
いる手段を「商品情報検索システム」に適用することは、当業者の通常の創作能力の発揮に当たり
進歩性が否定される。(附属書 B 第 1 章コンピュータソフトウエア関連発明 2.2.3.2 29 頁)。 
492 例えば、システムの入力手段として、キーボードの他に、数字コードの入力のために画面上の項
目表示をマウスで選択して入力する手段やバーコードで入力する手段を付加することは、当業者の




























することは、当業者の通常の創作能力の発揮に当たる。(附属書 B 第 1 章コンピュータソフトウエ
ア関連発明 2.2.3.2 29 頁)。 
494 例えば、引用発明として、これまで FAX や電話で注文を受けていたことが開示されている場合に
は、単に、インターネット上のホームページで注文を受けるようにシステム化することは、当業者











































はなく、発明を全体としてとらえることが適切である。；附属書 B 第 1 章コンピュータソフトウエア




























498 附属書 B 第 1 章コンピュータソフトウエア関連発明 2.2.4 36 頁。 
499 附属書 B 第 1 章コンピュータソフトウエア関連発明 2.2.4 37 頁。 
500 知財高判平成 22 年 3 月 24 日裁判所 HP〔平成 21 年（行ケ）10212 号〕。 
501 知財高判平成 21 年 10 月 29 日裁判所 HP〔平成 21 年（行ケ）10090 号〕。 














例えば、請求項に「コンピュータにステップ A、ステップ B、ステップ C…を実行させるた
めのプログラムを伝送する伝送媒体」と記載され、発明の詳細な説明には「上記の処理手順
をコンピュータプログラムとして記述した実行形式ファイルは、ホスト計算機 1 が有するハ
ードディスク等の記録手段 3に電子的に格納され…ケーブル 5で接続されており、TCP/IP プ
ロトコルに基づいて動作するように構成され…任意のユーザ端末 2 からの送信要求に応じて、
上記実行形式ファイルはホスト計算機 1 からそのユーザ端末 2 に供給される。このようにし






















る。 (附属書 B 第 1 章コンピュータソフトウエア関連発明  2.2.438 頁)。 
































508 特許・実用新案審査基準 第Ⅲ部第 2 章第 3 節 進歩性 3.3(6) 14 頁。 
509 附属書 B 第 1 章コンピュータソフトウエア関連発明 2.2.4 39 頁。 
510 欧州特許庁「Guidelines for Examination in the EPO 」Part G Chapter Ⅶ 5.（2018）。 
150 
(ⅰ) ｢最も近接する先行技術（closest prior art）｣を決定する。 












ために最小限の構造的若しくは機能的な変更を要求するものである（T 606/89 参照）511。 


















511 Guidelines for Examination in the EPO, Part G Chapter Ⅶ 5.1 
512 Guidelines for Examination in the EPO, Part G Chapter Ⅶ 5.2 
151 
の改善や進展があるという期待があるのか否か（would have done）で判断するものである





























513 Guidelines for Examination in the EPO, Part G Chapter Ⅶ 5.3 































515 要求仕様(requirements phase)及び、近年の動向に関して、John Leeming、事務局訳 「EPO にお
けるソフトウェア関連発明の進歩性」 A.I.P.P.I. = 一般社団法人日本国際知的財産保護協会月報
64 巻 3 号 223 頁(2019) が詳しい。 
516 Guidelines for Examination in the EPO, Part G Chapter Ⅶ 5.4.1 
































518 韓国特許庁「特許・実用新案審査基準」(특허청「특허 실용신안 심사 기준」)第 3 部第 3 章 
進歩性 (2019)。 
519 特許・実用新案審査基準、第 10 章 2.2.1（2） 9A24。 
520 特許・実用新案審査基準、第 10 章 2.2.1（3） 9A24。 
521 特許・実用新案審査基準、第 10 章 2.2.1（5） 9A25。 


































523 特許・実用新案審査基準、第 10 章 2.2.3（4） 9A30-9A31。 


































525 特許・実用新案審査基準、第 10 章 2.2.1（1） 9A24。 
526 大法院 2007.9.6.宣告 2005 フ 3284 判決(대법원 2007.9.6.선고 2005후 3284판결)。 























528 大法院 1995.11.28.宣告 94 フ 1817 判決(대법원 1995.11.28.선고 94후 1817 판결)。 
529 大法院 1996.10.11.宣告 96 フ 559 判決(대법원 1996.10.11.선고 96후 559 판결)。 
530 大法院 2008.5.29.宣告 2006 フ 3052 判決(대법원 2008.5.29.선고 2006후 3052 판결)、 
特許法院 2009.10.16.宣告 2009 フォ 351 判決(특허법원 2009.10.16.선고 2009허 351 판결)。 
531 大法院 2004.11.12.宣告 2003 フ 1512 判決(대법원 2004.11.12.선고 2003후 1512 판결)、 
大法院 2005.11.10.宣告 2004 フ 3546 判決(대법원 2005.11.10.선고 2004후 3546 판결)。 
532 特許法院 2004.11.5.宣告 2004 フォ 11 判決(특허법원 2004.11.5.선고 2004허 11 판결)。 
533 同様の趣旨の判例には、大法院 2001.6.12.宣告 98フ 2726 判決(대법원 2001.6.12.선고 
98후 2726 판결); 大法院 2004.11.26.宣告 2002 フ 1775 判決(대법원 
2004.11.26.선고 2002후 1775판결)などがある。 
534 배대헌「진보성 요건 판단을 위한 2차적 기준에 관한 연구」『비교사법』 37호 
131 頁(한국비교사법학회, 2007) ベ・デホン「進歩性要件の判断のための二次的基準に関する
研究」比較私法第 37 号 131 頁(韓国比較私法学会、2007)。 
535 신혜은「최근 진보성관련 판례동향 및 객관적 판단기준을 위한 제안」『법학논총』30(3) 
192면(전남대학교 법학연구소, 2010) シン・ヘウン「最近の進歩性関連判例の動向及び
客観的判断基準のための提案」法学論叢第 30 巻第 3 号 192 頁(全南大学校法学研究所、2010)。 
536 조영선「특허쟁송과 당업자의 기술수준 : 두 가지의 새로운 시도」『저스티스』86호 86면 
(한국법학원, 2005) チョ・ヨンソン「特許争訟と当業者技術水準：二つの新しい試み」ジャスティ

































































































文献が収録されたコンピュータ・ソフトウェア・データベース（CSDB：Computer Software Date Base）
を構築されている。 
538米国でも、1991 年に設立された非営利法人 SPI(Soft Patent Institute)により、非特許文献情報










件前後の登録しかない。直近では、2018 年の登録件数が 109 件であった540。一方、韓国の場




























540 http://www.softic.or.jp/touroku/status.pdf (最終閲覧：2019 年 9 月 30 日) 
541 https://www.copyright.or.kr/information-materials/statistics/registration/index.do 
（最終閲覧：2019 年 9 月 30 日） 





























543 日本特許庁で独自に設けている特許分類として、FI (File Index)と F ターム (File Forming 
Term)がある。FI は、国際特許分類である IPC を基盤に、日本の工業産業にあわせて変更を加えたも
のである。同様に、欧州特許庁と米国特許庁では、CPC(Cooperative Patent Classification)を設け



























































































































552 韓国特許法第 2 条 3 項ナ。 
物の発明である場合：その物を生産・使用・譲渡・貸与又は輸入したりその物の譲渡又は貸与の請
約(譲渡又は貸与のための展示を含む。以下同じ。)をする行為。 
553 日本特許法第 2 条 3 項 1 号。 
554 日本が、プログラムのネットワークを介した送信行為を「譲渡」に含ませるとういう特許法の改
正の際、議論された事項では、「ネットワークを通じたコンピュータ・プログラムの送信や，ネッ










































































影響 -本格的な情報保護法としての特許法への幕開けか? - (特集 第 9 回知的所有権誌上研究発表会 
質疑応答の部)」パテント 55 巻 8 号 3-4 頁（2002）参照。 
558 See, Pamela Samuelson, The Uneasy Case for Software Copyrights Revisited, George 

































559 加藤浩一郎「プログラムにおける特許法と著作権法の抵触権利調整について」パテント 57 巻 10






































565 日本の特許法第 101 条の第 1 号及び 3 号は物の発明、第 4 号及び 5 号には方法の発明、第 6 号に
は物の生産方法の発明に対する間接侵害が規定されている。同条の 2 号及び 5 号は 2002 年の改正




















566 米国特許法第 271 条 Infringement of patent 
  (a) Except as otherwise provided in this title, whoever without authority makes, uses, 
offers to sell, or sells any patented invention, within the United States or imports 
into the United States any patented invention during the term of the patent therefor, 
infringes the patent. 




568 米国特許法第 101 条の法的主題として特許を受けることができる発明は、（1）新規かつ有用な方
法（process）、（2）新規かつ有用な装置（machine）、（3）新規かつ有用な製造物（manufacture）、(4）
新規かつ有用な組成物（composition of matter）に該当しなければならない。 
569 Diamond v．Chakrabarty、447 US 303,308（1980）で提示されたものであって、当該プログラムの
発明が、（1）自然法則（Law of Nature）、（2）自然現象（Natural phenomena）、（3）抽象的アイディ
ア（Abstract Idea）に該当する場合には、特許性適格性が否定される。 
570 米国には、請求の範囲に方法請求項に記載したプログラムの方法の特許を従来から認めている。
例えば、Bilski 判決（Bilski v. Kappos、561 U.S. 593（2010））の特許発明は、「ギフトオプショ
ンのリスク管理方法」に関するものであって、プログラムの方法の特許をいう。 
571 欧州共同体特許協約（CPC）は 1975 年、共同体特許に関するルクセンブルク会議において、9 ヵ
国が署名したが、発効に必要な批准を得られず、14 年後の 1989 年改正 CPC 協約を 12 ヵ国が署名し
たが、7 ヵ国だけが個別国家の批准を受けるにとどまり、発効されなかった。 
171 
欧州共同体特許協約（CPC：Community Patent Convention）572第 29から第 31 条までは、
特許権の効力について規定していて、第 29 条573は特許権の直接侵害、第 30 条は間接侵害、











欧州統一特許裁判所協定（UPCA：Unified Patent Court Agreement）第 25 条574には、侵害
者の主観的な認識を前提に方法の使用を(offering the process for use)、または提供する
 
572 Convention for the European Patent for the Common Market (76/76/EEC) Official Journal 
of the European Communities No L 17/1. 
573 欧州共同体特許協約 第 29 条 
Prohibition of direct use of the invention 
A Community patent shall confer on its proprietor the right to prevent all third parties 
not having his consent:  
(a) from making, offering, putting on the market or using a product which is the subject-
matter of the patent, or importing or stocking the product for these purposes; 
(b) from using a process ｗhich is the subject-matter of the patent or, when the third 
party knows, or it is obvious in the circumstances, that the use of the process is 
prohibited without the consent of the proprietor of the patent, from offering the process 
for use within the territories of the Contracting States; 
(c) from offering, putting on the market, using, or importing or stocking for these 
purposes the product obtained directly by a process which is the subject-matter of the 
patent. 
574 欧州統一特許裁判所協定 第 25 条 (Right to prevent the direct use of the invention) 
A patent shall confer on its proprietor the right to prevent any third party not having 
the proprietor's consent from the following: 
(a) making, offering, placing on the market or using a product which is the subject matter 
of the patent, or importing or storing the product for those purposes; 
(b) using a process which is the subject matter of the patent or, where the third party 
knows, or should have known, that the use of the process is prohibited without the consent 
of the patent proprietor, offering the process for use within the territory of the 
Contracting Member States in which that patent has effect; 
(c) offering, placing on the market, using, or importing or storing for those purposes a 




とができた（should have known）」に変更されている。しかし、UPCA は、現在、発効されて













575 European Parliament (2012) Report on the proposal for a regulation of the European 
Parliament and of the Council implementing enhanced cooperation in the area of the creation 
of unitary patent protection (COM(2011)0215 –C7-0099/2011 –2011/0093(COD)) A7-0001/2012 
(November 1, 2012)、14 頁 ； 方法の特許に関する EC の提案は、 “Amendment 17 (Proposal for 
a regulation Article 6 –point b) Text proposed by the Commission (b) using a process which 
is the subject matter of the patent or, where the third party knows, or should have known, 
that the use of the process is prohibited without the consent of the proprietor of the 
patent, from offering the process for use within the participating Member States”. 
であり、これを欧州議会が改正した文句は、以下の通りである。 
Amendment（欧州議会において修正されたもの） 
(b) using a process which is the subject matter of the patent or, where the third party 
knows, or should have known, that the use of the process is prohibited without the consent 
of the proprietor of the patent, from offering the process for use within the territory 
of the participating Member States in which that patent has unitary effect; 
576  European Parliament (2012) Report on the proposal for a regulation of the European 
Parliament and of the Council implementing enhanced cooperation in the area of the creation 
of unitary patent protection (COM(2011)0215 –C7-0099/2011 –2011/0093(COD)) A7-0001/2012, 
p.36 (November 1, 2012). 
Amendment 9 Proposal for a regulation 
Article 6 –paragraph 1 –introductory wording 
Text proposed by the Commission 
1. The European patent with unitary effect shall confer on its proprietor the right to prevent any 
third party not having the proprietor's consent from the following: 
Amendment 
1. The European patent with unitary effect shall confer on its proprietor a legally enforceable right 










し、TRIPs協定の進行中に提出された北 EU 国家（Nordics）の提案（MTN.GNG / NG11 / W / 
36）579によると、1976 年 CPC 第 29条第(b)項に対応されるものとして、方法の発明の実施範
囲に「使用の申出」を含むことを提案している。同提案には「使用の申出」を、（i）offering 





577 TRIPｓ協定の協議の経緯は Daniel J. Gervais(Vanderbilt University Law School)教授が運営
する www.tripsagreement.net (The TRIPS Agreement)で確認することができる。(最終閲覧 2019
年 9 月 30 日。) 
578  MULTILATERAL TRADE RESTRICTED NEGOTIATIONS（MTN.GNG/NG11/W/26）5 頁 ；“A patent shall 
confer on the proprietor exclusive rights. The proprietor shall be entitled to prevent 
third parties not having his consent from making, offering, putting on the market or using 
a product which is the subject matter of the patent, or importing or stocking the product 
for these purposes. In the case of a patented process, the patent confers on its proprietor 
the right to prevent others not having his consent from using that process and from 
offering, putting on the market, using, product obtained by that process.”  
579  MULTILATERAL TRADE RESTRICTED NEGOTIATIONS Nordics 提案(MTN.GNG/NG11/W/36) 
The exclusive right conferred by a patent shall imply that no one but the owner of the 
patent may, without his consent, exploit the invention by: 
- producing, offering, putting on the market or using a product protected by the patent, 
or by importing or possessing the product for such purposes; 
- using or offering to use a process protected by the patent or, while knowing or it is 
obvious under the circumstances that the use of the process is prohibited without the 
consent of the owner of the patent, offering the process for use; 
580 北欧諸国の提案は、TRIPｓ協商グループ事務局で 1989 年 9 月 29 日に作成された文書（SYNOPTIC 
TABLES SETTING OUT EXISTING INTERNATIONAL STANDARDS AND PROPOSED STANDARDS AND 
PRINCIPLES）MTN.GNG/NG11/W/32/Rev.1 の 39 頁と、1990 年 2 月 2 日に作成された文書(SYNOPTIC 
TABLES SETTING OUT EXISTING INTERNATIONAL STANDARDS AND PROPOSED STANDARDS AND 
PRINCIPLES)MTN.GNG/NG11/W/32/Rev.2 の 1 頁にも同様の内容が記載されている。 
581 北欧諸国のうち、デンマークの現行特許法では、このような二つの類型に区別せずに CPC と同じ
内容での方法の使用を侵害と規定している。第 3 条第 1 項（ii）号「by using a proces ソフトウ























country, if the person offering the process knows, or it is obvious in the circumstances, 
that the process may not be used without the consent of the proprietor of the patent」 
http://www.dkpto.org/media/157697/consolidate_patents_act.pdf (最終閲覧 2019 年 9 月 30
日。) 
582 イギリス特許法 第 60 条 Meaning of infringement. 
(a) where the invention is a product, he makes, disposes of, offers to dispose of, uses 
or imports the product or keeps it whether for disposal or otherwise.; 
583 イギリス特許法の処分は、主に販売を意味するが、非侵害目的の実施(試験目的の実施)をしよう
とする者に販売する場合にも、特許侵害となり（Hoffman La Roche v。Harris Pharmaceuticals 
[1977] FSR 200）、キットの形態で特許品を提供する者も侵害となり、このような処分権は黙示的実
施許諾または権利消尽の原則によって制限される。；Lionel Bently& Brad Sherman, Intellectual 
Property Law (3rd. Edn.), p.544(Oxford University Press, 2009). 
584 イギリス特許法 第 60 条 Meaning of infringement. 
(b) where the invention is a process, he uses the process or he offers it for use in the 
United Kingdom when he knows, or it is obvious to a reasonable person in the circumstances, 














585 イギリスでは、間接侵害を 2 次的侵害（secondary infringement）とも呼ぶ。；Nari Lee, Fragmented 
Infringement of Computer Program Patents in the Global Economy, IDEA(The Intellectual 
Property Law Review)vol.48,no.3 p.367(Franklin Pierce Law Center, 2008). 
586 William Cornish, David Llewelyn, Tanya Aplin, Intellectual Property: Patents, Copyright, 
Trademarks and Allied Right(3nd ed), p.277(London sweet & Maxwell, 2010). 
587 ドイツ特許法第 9 条 
Das Patent hat die Wirkung, dass allein der Patentinhaber befugt ist, die patentierte 
Erfindung im Rahmen des geltenden Rechts zu benutzen. Jedem Dritten ist es verboten, 
ohne seine Zustimmung 
1.ein Erzeugnis, das Gegenstand des Patents ist, herzustellen, anzubieten, in Verkehr zu 
bringen oder zu gebrauchen oder zu den genannten Zwecken entweder einzuführen oder zu 
besitzen; 
2.ein Verfahren, das Gegenstand des Patents ist, anzuwenden oder, wenn der Dritte weiß 
oder es auf Grund der Umstände offensichtlich ist, daß die Anwendung des Verfahrens ohne 
Zustimmung des Patentinhabers verboten ist, zur Anwendung im Geltungsbereich dieses 
Gesetzes anzubieten; 
3.das durch ein Verfahren, das Gegenstand des Patents ist, unmittelbar hergestellte 
Erzeugnis anzubieten, in Verkehr zu bringen oder zu gebrauchen oder zu den genannten 
Zwecken entweder einzuführen oder zu besitzen. 
































589 ドイツ特許法第 9 条第 1 号。 







591 フランス知的財産権法第 L611 条-10（2） 
2. Ne sont pas considérées comme des inventions au sens du premier alinéa du présent 
article notamment : 
a) Les découvertes ainsi que les théories scientifiques et les méthodes mathématiques ; 
b) Les créations esthétiques ; 
c) Les plans, principes et méthodes dans l'exercice d'activités intellectuelles, en 
matière de jeu ou dans le domaine des activités économiques, ainsi que les programmes 
d'ordinateurs ; 
d) Les présentations d'informations. 
3. Les dispositions du 2 du présent article n'excluent la brevetabilité des éléments 
énumérés auxdites dispositions que dans la mesure où la demande de brevet ou le brevet 
ne concerne que l'un de ces éléments considéré en tant que tel. 








関連する範囲に限り，その特許性を排除する。  ；和訳は日本特許庁の提供を引用  
https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/france-chiteki_zaisan.pdf  
（最終閲覧 2019 年 9 月 30日。） 
593 ナム・ヒソプ『ソフトウェア著作権保護体系方案研究』(韓国著作権委員会, 2017) 
(남희섭『소프트웨어 저작권 보호체계 방안 연구』(한국저작권위원회, 2017)) 
594 技術的特徴がないという理由でコンピュータ関連発明の特許を認めなかった判決「SA SAGEM c / 
M. le directeur de l'INPI CA Paris,10 janvier 2003」もあり、プログラムの制御によって遂行
される技術的な処理に関する発明は、プログラムそれ自体ではないという判決「Schlumberger 
（15 June 1981）（1982）Ann．Propr．Ind．24」もある。；Brad Sherman, Computer Programs as 
Excluded Patentable Subject Matter, WIPO SCP / 15/3 Annex II, p.76 (2011)を再引用。 




















596 フランス知的財産権法第 L613-3 条 
Sont interdites, à défaut de consentement du propriétaire du brevet : 
a) La fabrication, l'offre, la mise dans le commerce, l'utilisation, l'importation, 
l'exportation, le transbordement, ou la détention aux fins précitées du produit objet du 
brevet ; 
b) L'utilisation d'un procédé objet du brevet ou, lorsque le tiers sait ou lorsque les 
circonstances rendent évident que l'utilisation du procédé est interdite sans le 
consentement du propriétaire du brevet, l'offre de son utilisation sur le territoire 
français ; 
c) L'offre, la mise dans le commerce, l'utilisation, l'importation, l'exportation, le 
transbordement ou la détention aux fins précitées du produit obtenu directement par le 
procédé objet du brevet. 










（最終閲覧 2019 年 9 月 30日。） 
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の反対で改正されず、また、2011年 6月に特許法改正のための公聴会を経て、2011 年 10月
14日、立法予告された特許法の一部改正法律立法予告案で（知識経済部公告第 2011-514号）
 






소프트웨어 관련발명의 심사 기준」)2.2.1 参照。 










このように、特許法改正案が部署間の協議が難航したため、特許庁は、2011 年 10 月、国
家知識財産委員会に調停を申請した。1次調整会議（2011 年 12月 22日）で国家知識財産委
員会は、法改正の必要性が認められた後、具体的な立法方式を推進するとした。その後、韓
国特許庁が審査基準を改正し、プログラムを方法発明だけでなく、物の発明としても扱える








602 この改正案は、特許庁が 2011 年 4 月 28 日用意したものであった。；国家識財産委員会の
知的財産戦略企画団「特許法 の 一部改正法律案 の 調整 に 関連 す る 主要 な 争点 お よ び






514 号)(「특허법의 일부개정 법률 입법 예고안」지식경제부 공고 제 2011-514호)参照。 
604 韓国特許法改正案(知識経済部公告第 2011-514 号)(한국특허법 개정안(지식경제부 공고 
제 2011-514호)) 












通知」(특허청「컴퓨터 관련 발명 심사기준 개정의 주요 내용 통지」)(2014年 6 月)  
https://www.kipo.go.kr/kpo/BoardApp/UnewNotiApp?seq=13742&c=1003&board_id=notice&catmenu
=m03_01_01 (最終閲覧 2019 年 9 月 30 日。) 
606 韓国議案番号第 1911949 号。 




















관련 발명의 심사 기준」)3 頁(2014)。 
609 日本特許庁「特許・実用新案審査ハンドブック附属書 B 第 1 章（コンピュータソフトウェア関連
発明の審査基準）」2.1.(2015)。 
610 イギリス特許法第 1 条 2 項には、「プログラムを発明から除外する」と明示的に規定している。; 
It is hereby declared that the following (among other things) are not inventions for the 
purposes of this Act, that is to say, anything which consists of— 
(a)a discovery, scientific theory or mathematical method; 
(b)a literary, dramatic, musical or artistic work or any other aesthetic creation 
whatsoever; 
(c)a scheme, rule or method for performing a mental act, playing a game or doing business, 
or a program for a computer; 
(d)the presentation of information; 
but the foregoing provision shall prevent anything from being treated as an invention for 
the purposes of this Act only to the extent that a patent or application for a patent 
relates to that thing as such. 
611 ドイツの特許法第 1 条第 3 項には、「プログラムを発明から除外する」と明示的に規定してい
る。； Als Erfindungen im Sinne des Absatzes 1 werden insbesondere nicht angesehen: 
1.Entdeckungen sowie wissenschaftliche Theorien und mathematische Methoden; 
2.ästhetische Formschöpfungen; 
3.Pläne, Regeln und Verfahren für gedankliche Tätigkeiten, für Spiele oder für 
geschäftliche Tätigkeiten sowie Programme für Datenverarbeitungsanlagen; 
4.die Wiedergabe von Informationen. 
612 フランス知的財産権法第 L611-10 条 2 項には、「プログラムを発明から除外する」と明示的に規































du présent article notamment : 
a) Les découvertes ainsi que les théories scientifiques et les méthodes mathématiques ; 
b) Les créations esthétiques ; 
c) Les plans, principes et méthodes dans l'exercice d'activités intellectuelles, en 
matière de jeu ou dans le domaine des activités économiques, ainsi que les programmes 
d'ordinateurs ; 


























なった。また、1997 年（平成 9 年）、特許庁が「特定技術分野の審査の運用指針」を策定し
「記録媒体」についての請求項を認めることによって、装置や機械と一体ではなく、FDや CD
 






614 それ以前の旧法(大正 10 年法)では間接侵害に関する規定がなかったため、幇助等として、民法
第 719 条の共同不法行為の問題として扱われていた。；中山信弘＝小泉直樹編『新・注解特許法 
中巻（第 2 版）』1716 頁〔渡辺光〕（青林書院、2017）。  

































ついて」1－6 頁(2001) 参照。 
617 産業構造審議会知的財産政策部会「ネットワーク化に対応した特許法、商標法等の在り方につい










③  方法クレームとプログラムの多用途性 
 ソフトウェア関連発明が「方法の発明」として特許されている場合、その方法の発明の実





















いて」34-35 頁(2001) 参照。 




























625 日本の特許法は、プログラムを物として扱っている。(日本特許法第 2 条 3 項) 
626 このように「発明の実施に使用されることを知りながら」という主観的要件に関連して、「知り
ながら」とは、現実に知っていることをいい、過失で知らない場合は含まない。；高部眞規子 『実
務解説特許関係訴訟(第 2 版)』163-164 頁(社団法人金融財政事情研究会、2012)。 
627 米国特許法第 271 条 




629 米国特許法第 271 条。 
（c）Whoever offers to sell or sell ソフトウェア ithin the United States or imports into 
the United States a component of a patented machine, manufacture, combination or 
composition, or a material or apparatus for use in practicing a patented process, 
constituting a material part of the invention, knowing the same to be especially made or 
especially adapted for use in an infringement of such patent, and not a staple article or 
commodity of commerce suitable for substantial noninfringing use, shall be liable as a 
contributory infringer 













































































2019 年 9 月 30 日。） 
632 グァク・ミンソプ「特許権の間接侵害制度の改善案に関する研究」53-54 頁(漢陽大学の博士論文, 
2011)参照。 
633 例えば、William Cornish/David Llewelyn/Tanya Aplin, Intellectual Property: Patents, 
Copyright, Trademarks and Allied Right(3rd ed) p.277(London sweet & Maxwell, 2010)参照。 
634 Lionel Bently, Brad Sherman, Intellectual Property Law(2nd ed.) p.532(Oxford University 
Press, 2004) 参照。 
635 William Cornish/David Llewelyn/Tanya Aplin, Intellectual Property: Patents, Copyright, 
Trademarks and Allied Right(3rd ed.) p.270(London sweet & Maxwell, 2010) 参照。 
636 ナム・ヒソプ『ソフトウェア著作権保護体系方案研究』(韓国著作権委員会, 2017) 
(남희섭『소프트웨어 저작권 보호체계 방안 연구』155-156 頁 (한국저작권위원회, 2017)) 
参照。 





















を受ける者に対して第 9 条第 2 文によって禁止された行為を誘発する場合は，この限りでない。  
；和訳は日本特許庁が提供するものを引用 
https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/germany-tokkyo.pdf（最終閲覧
2019 年 9 月 30 日。） 
638 韓国特許庁「主要国の特許法上間接侵害の解析基準：比較・分析を通じた国内間接侵害制度の
改正法案研究」(특허청「주요국의 특허법상 간접침해의 해석기준: 비교 분석을 통한 국내 
간접침해 제도의 개정법안 연구」)21 頁(2017)。 
639 欧州特許条約(EPC) 第 64 条欧州特許によって与えられる権利 







2019 年 9 月 30 日。） 





  (2) 実施の手段が一般的市販品である場合は，第三者が，他から供給を受けた者に第 L613 条 3 
によって禁止されている行為を実行するよう仕向けるときを除き，(1)は適用されない。 
































終閲覧 2019 年 9 月 30 日。） 






642 ソウル中央地方法院 2015.2.17. 宣告 2013 カ合 546931 判決(서울중앙지방법원 2015.2.17 
선고 2013 가합 546931 판결)； ソ ウ ル 高等法院 2015.10.8 宣告 2015 ナ





















この事件特許発明の直接侵害、または間接侵害（予備的主張、韓特法第 127 条 2 号）646に該
当する、と主張した。 
 








ウル中央地方法院 2015.2.17.宣告 2013 カ合  546931 判決 (서울중앙지방법원 2015.2.17 
선고 2013가합 546931판결)）。 
644 出願日/出願番号：2006.2.7/第 10-2006-0011693 号 
登録日/登録番号：2007.2.6/第 10-0681926 号 
645 原審ではキプロス共和国(Republic of Cyprus)にあったが、控訴審では、ルクセンブルク大公国
（Grand Duchy of Luxembourg）に、また、商号も Viber media SARL 社に変更されている。 





































証しなければならない（大法院 2001. 1. 30. 宣告 98 フ 2580 判決(대법원 2001.1.30. 
선고 98 후 2580 판결)、大法院 2009.9.10.宣告 2007 フ 3356 判決(대법원 2009.9.10 
선고 2007후 3356판결)）。 
648 ソウル中央地方法院 2015.2.17. 宣告 2013 カ合 546931 判決(서울중앙법원 2015.2.17 
































649 ソウル中央地方法院 2015.2.17. 宣告 2013 カ合 546931 判決(서울중앙지방법원 2015.2.17. 
선고 2013가합 546931판결)、9－12 頁参照。 
650 ソウル中央地方法院 2015.2.17. 宣告 2013 カ合 546931 判決(서울중앙지방법원 2015.2.17. 
선고 2013가합 546931판결)、9－12 頁参照。 
651 ソウル中央地方法院 2015.2.17. 宣告 2013 カ合 546931 判決(서울중앙지방법원 2015.2.17. 

































652 ソウル高等法院 2015.10.8.宣告 2015 ナ 2014387 判決(서울고등법원 2015.10.8. 
선고 2015나 2014387판결)、3－9 頁参照。 
653 ソウル中央地方法院 2015.2.17. 宣告 2013 カ合 546931 判決(서울중앙지방법원 2015.2.17. 










（ⅰ）欧州共同体特許条約（CPC：Community Patent Convention）の第 30条654には、間接
侵害と侵害者の主観的要件が規定されており、これらの規定は、EU加盟国と欧州統一特許裁







654 欧州共同体特許条約第 30 条 Prohibition of indirect use of invention 
1. A Community patent shall also confer on its proprietor the right to prevent all third 
parties not having his consent from supplying or offering to supply within the territories 
of the Contracting States a person, other than a party entitled to exploit the patented 
invention, with means, relating to an essential element of that invention, for putting it 
into effect therein, when the third party knows, or it is obvious in the circumstances, 
that these means are suitable and intended for putting that invention into effect. 
2. Paragraph 1 shall not apply when the means are staple commercial products, except when 
the third party induces the person supplied to commit acts prohibited by Article 29. 
3. Persons performing the acts referred to in Article 31 (a) to (c) shall not be considered 
to be parties entitled to exploit the invention within the meaning of paragraph 1. 
655 欧州統一特許裁判所協定 第 26 条 Right to prevent the indirect use of the invention 
(1) A patent shall confer on its proprietor the right to prevent any third party not 
having the proprietor's consent from supplying or offering to supply, within the territory 
of the Contracting Member States in which that patent has effect, any person other than a 
party entitled to exploit the patented invention, with means, relating to an essential 
element of that invention, for putting it into effect therein, when the third party knows, 
or should have known, that those means are suitable and intended for putting that invention 
into effect. 
(2) Paragraph 1 shall not apply when the means are staple commercial products, except 
where thethird party induces the person supplied to perform any of the acts prohibited by 
Article 25. 
(3) Persons performing the acts referred to in Article 27(a) to (e) shall not be considered 














（ⅱ）米国特許法第 271条（c）項の寄与侵害規定は、イギリス特許法の第 60 条第 1項（b）、
ドイツ特許法第 9条第 2項、フランス知的財産権法第 L613-3条（b）のように、第三者の主















































































of the process is prohibited）」という表現の代わりに、方法の使用が「特許の侵害になり








657 イギリス特許法第 130 条第 7 項は、第 60 条を含む一部条項について CPC 関連規定の適用と同様に
適用されるように規定を設けている。(…are so framed as to have, as nearly as practicable, 
the same effect in the United Kingdom as the corresponding provisions of the European Patent 
Convention, the Community Patent Convention and the Patent Co-operation Treaty have in the 





























658 例えば、イギリス特許法第 60 条第 5 項（特許が次に該当するときは、侵害を構成しない。（a）商
業用ではなく個人的な用途に行われる場合）、ドイツ特許法第 11 条（特許権の効力は、次の各号に及
ばない。第 1 号 非営利目的の私的に行われる行為）、CPC 第 31 条（共同体特許権は、次の行為には
及ばない（a）非営利目的の私的に行われる行為。 
659 韓国民法第 527 条(契約の請約の拘束力)。 
660 日本民法第 521 条（平成 29 年法律第 44 号による改正法施行後は第 523 条）。 
661 大法院 2017.10.26.宣告 2017 ダ 242867 判決(대법원 2017.10.26. 선고 2017다 242867판결) 
1 頁 1 段落。 
662 大法院 2017.10.26.宣告 2017 ダ 242867 判決(대법원 2017.10.26. 선고 2017다 242867판결) 


































663 WTO / TRIPs 第 28 条の「offering for sale」によって、特許法に導入された。 





















































































日本の場合、特許が物の発明なら、現行間接侵害規定で (特許法第 101 条第 1 号及び第 2
号)オンライン送信行為を間接侵害とすることができる。侵害の実施形態である「譲渡」に「












































方法特許の間接侵害を規定している日本特許法第 101 条第 4 号と第 5 号、韓国特許法第
127 条第 2 号に、プログラム方法に関する間接侵害規定を、下記のように改正する案を想定
してみる。（ⅰ）日本特許法第 101 条第 4号と第 5号及び韓国特許法第 127 条第 2 号以外に「
特許が含まれたプログラムを、電気通信回線を通じて提供する行為」を間接侵害とする規定
を新設する案（第 1案）、（ⅱ）日本特許法第 101条第 4号と第 5号及び韓国特許法第 127 条
第 2 号以外に「特許がプログラムを含む場合：そのプログラム（発明の本質的要素と関連す
るものに限る。）を電気通信回線(情報通信網)を通じて提供することにより、特許発明の実施
に寄与する行為」という規定を新設する案（第２案）、次に（ⅲ）日本特許法第 101 条第 4号
、韓国特許法第 127 条第 2 号に「またはその方法の実施にのみ使用するプログラムの使用を






























































101 条第 5 号)が設けられている。これは「にのみ」要件の代わりに「課題の解決に不可欠」
要件を取り入れ、主観的要件を追加している。（韓国においての主観的間接侵害規定の必要性
は論じないとして、）第 101 条第 5号の実施形態に「使用の申出」行為を追加することで、第
４案のような効果をもたらすと考える。欧州にも類似するような規定が設けられている。CPC

















































































東京高判平成 16年 12月 21 日判時 1891 号 139頁 
東京高判平成 17年 1月 28 日裁判所 HP〔平成 15年（行ケ）540号〕 
東京高判昭和 61年 2月 12 日昭和 60年(行ケ)126 号 
東京地判平成 15年 1月 20 日判時 1809号 3頁 
知財高判平成 18年 9月 26 日裁判所 HP〔平成 17年（行ケ）10698 号〕 
知財高判平成 19年 10月 31 日裁判所 HP〔平成 19 年（行ケ）10056 号〕 
知財高判平成 20年 2月 29 日判時 2012号 97 頁 
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知財高判平成 28年 2月 24 日判タ 1437号 130頁 
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